
（平成２３年６月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 45 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 36 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 54 件

国民年金関係 27 件

厚生年金関係 27 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 5578 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年４月、同年８月、３年 11 月及び同年 12 月の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成２年４月 

② 平成２年８月 

③ 平成３年 11月及び同年 12月 

私は、平成４年４月頃、国民年金の加入手続を行ったとき、２年分の国

民年金保険料を遡って納付することを勧められた。その２年分の保険料は、

通常の保険料とは別に、金融機関で納付していた。現年度の保険料は市役

所に対して納付し、過年度の保険料は社会保険事務所（当時）に対して納

付していたことを記憶している。遡って納付すべき保険料は時効までに納

付していたので、途中の月の保険料を未納のまま、次の保険料を納付する

ことは考えにくい。 

申立期間①から③までの国民年金保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成４年４月頃、国民年金の加入手続を行ったと述べているが、

申立人の国民年金手帳記号番号の前の番号の被保険者の被保険者資格記録及

び申立人自身の国民年金保険料の納付記録から、申立人は、同年同月頃、国

民年金の加入手続を行ったと推認され、申立内容と一致している。 

   また、申立人は、申立期間を除き、国民年金加入手続後の国民年金保険料

を全て納付している上、加入手続を行った平成４年度から平成 10 年１月に

国民年金第３号被保険者に種別変更するまでの保険料を前納しているなど、

保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

   さらに、平成４年４月の時点において、申立期間①から③までの国民年金



 

  

保険料を、遡って過年度納付することは可能であり、これらの申立期間に近

接する期間の保険料は過年度納付している上、過年度納付していた当時、申

立人の仕事に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことから、

保険料の納付意識が高かった申立人が、１か月又は２か月といずれも短期間

である当該期間の保険料を、その前後の期間と同様に納付していたと考えて

も不自然ではない。 

   加えて、申立人は、現年度の国民年金保険料は市役所に対して納付し、過

年度の保険料は社会保険事務所に対して納付していたことなどを具体的に述

べるなど、申立内容に信憑
ぴょう

性が感じられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5579 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年４月から 42 年１月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 40年３月 

② 昭和 41年４月から 42年１月まで 

私は、昭和 40 年３月に会社を退職し、自営業を始めてからしばらくして、

市役所で私と私の妻の国民年金の加入手続を行った。加入手続後の国民年

金保険料については、私が、夫婦二人分を一緒に納付していたにもかかわ

らず、申立期間①及び②の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、昭和 40 年３月に会社を退職し、自営業を始めてからしばらく

して、申立人及びその妻の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付していたと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、

42 年７月に夫婦連番で払い出されていることが確認できることから、その

時点で過年度納付することが可能である申立期間②の保険料を納付したと

考えても特段不合理ではない。 

    また、申立人と一緒に国民年金保険料を納付したとするその妻は、申立

期間②の保険料が納付済みであることから、当該期間について申立人のみ

保険料を納付しなかったとするのは不自然である。 

 

  ２ 一方、申立期間①については、前述のとおり、申立人の国民年金手帳記

号番号は昭和 42 年７月に払い出されていることから、その時点で当該期間

は時効により国民年金保険料を納付することができない期間である上、申

立人と一緒に保険料を納付していたとするその妻の当該期間の保険料も未



 

  

納となっている。 

    また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 41 年４月から 42 年１月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5580 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年４月から 41 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年３月から 41年３月まで 

私の夫は、昭和 40 年３月に会社を退職し、自営業を始めてからしばらく

して、市役所で夫と私の国民年金の加入手続を行った。加入手続後の国民

年金保険料については、夫が、夫婦二人分を一緒に納付していたにもかか

わらず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、その夫が昭和 40 年３月に会社を退職し、自営業を始めてから

しばらくして、夫及び申立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料を納付していたと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号

は、42 年７月に夫婦連番で払い出されていることが確認でき、申立人は申

立期間直後の 41 年４月から 42 年３月までの保険料を過年度納付している

ことから、申立人の手帳記号番号が払い出された時点で申立期間のうち、

過年度納付することが可能である 40 年４月から 41 年３月までの保険料を

納付したと考えても特段不合理ではない。 

    また、申立人と一緒に国民年金保険料を納付したとするその夫は、昭和

40 年４月から 41 年３月までの保険料が納付済みであることから、当該期

間について申立人のみ保険料を納付しなかったとするのは不自然である。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 40 年３月については、前述のとおり、申立

人の国民年金手帳記号番号は 42 年７月に払い出されていることから、その

時点で当該期間は時効により国民年金保険料を納付することができない期

間である上、申立人と一緒に保険料を納付していたとするその夫の当該期



 

  

間の保険料も未納となっている。 

    また、申立人が申立期間のうち、昭和 40 年３月の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当

該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 40 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5581 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年４月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 56年３月まで 

私は、昭和 44 年 11 月に結婚してからしばらくの間は、私と義母の二人

分の国民年金保険料を一緒に役場で納付していたが、その後、私の夫名義

の預金口座で口座振替により私と義母の二人分の保険料を納付するように

なった。申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、申立人及びその義母の二

人分の保険料をその夫名義の預金口座から口座振替により納付していたと主

張しているところ、申立期間当時、申立人が居住していた町では、口座振替

により保険料を納付することが可能であった上、申立人の保険料と一緒に納

付していたとするその義母の申立期間の保険料は納付済みとなっていること

から、申立内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立人は、申立期間の前後 17 年にわたって国民年金に任意加入し、

国民年金保険料を納付しており、当該期間の前後を通じて、申立人の住所や

その夫の職業に変更は無く、生活状況に特段の変化は認められないことから、

申立期間の保険料が未納とされているのは不自然である。 

   さらに、申立人は、国民年金に任意加入し、申立期間を除く国民年金加入

期間について、国民年金保険料を全て納付していることから、保険料の納付

意欲は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5582 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年３月まで 

私は、国民年金制度が発足した昭和 36 年当時、親戚が経営していた店舗

に職人として住み込みで勤務していた。その雇主夫婦は私の親代わりであ

り、雇主の妻が、同年に区役所で私の国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料を納付してくれていたことを雇主から聞いていたにもかかわらず、

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、雇主の妻が、昭和 36 年に区役所で国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているところ、申立人の

国民年金手帳記号番号は同年 12 月に払い出されていることが確認できる上、

申立期間当時、申立人と同居していた雇主、その長女及び申立人と同様に住

み込みで勤務していた同僚の手帳記号番号も同年同月に近接する番号で払い

出されていることから、親代わりとなっていた雇主の妻が申立人の国民年金

の加入手続を行ったと考えても不自然ではない。 

   また、雇主及びその長女は、申立期間の国民年金保険料を全て納付してい

ることが確認できることから、親族関係にある雇主の妻が申立人の国民年金

の加入手続を行ったにもかかわらず、申立人の保険料を加入当初から全く納

付しなかったとするのは不自然である上、申立期間は 24 か月と比較的短期

間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5583 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年４月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43年９月から 44年３月まで 

② 昭和 49年４月 

私は、昭和 43 年８月の成人式の際、町役場の職員から｢国民年金のパン

フレット｣と｢国民年金保険料の納入の説明｣を受け取ったため、父親に渡し

た。 

その後、父親がすぐに私の国民年金の加入手続を行い、昭和 49 年５月に

会社に勤めるまで、父親が私の国民年金保険料を町役場で納付してくれて

いた。母親の保険料についても父親が納付していたと思う。 

私は、父親が私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険

料を納付してくれていたにもかかわらず、未納となっていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人と同様に、申立人の父親が国民年金保険料

を納付していたとする申立人の母親の国民年金被保険者名簿の検認記録に

よると、昭和 48 年度の保険料の収納日が申立人と同一日であることが確認

でき、その直後である当該期間の、その母親の保険料は納付済みとされて

いることに加え、申立人の同被保険者名簿によると、49 年度の納入通知書

が交付されていることが確認できる上、昭和 49 年５月には住所変更手続も

適切に行われていることを考え合わせると、44 年４月から５年間、申立人

の保険料を納付していたその父親が、申立人が就職する直前の１か月と短

期間である当該期間の保険料のみ納付しなかったとは考えにくい。 

 



 

  

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、｢昭和 43 年８月に成人式が行わ

れた後、すぐに父親が私の国民年金の加入手続を行ってくれた。｣と述べて

いるが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加

入被保険者の資格取得日から、申立人の加入手続時期は、44 年７月から同

年 10月頃と推認でき、申立内容と一致しない。 

    また、申立人は、｢父親が町役場で私の国民年金保険料を納付してくれて

いた。｣と述べているが、推認される国民年金の加入手続時点において、申

立期間①の保険料を納付するには、過年度納付するほかないが、同役場で

は過年度納付することはできないことに加え、申立人の国民年金被保険者

名簿によると、昭和 50 年 10 月に申立人に対し第２回特例納付の勧奨状が

送付されており、同勧奨状送付時点において、第２回特例納付制度が適用

される期間は、申立期間①のみであることから、同年同月時点において、

当該期間の保険料は納付されていなかったと考えるのが自然である。 

    さらに、申立人から、第２回特例納付制度を利用して国民年金保険料を

納付したとの主張も無く、そのことをうかがわせる形跡も見当たらないこ

とに加え、その母親の国民年金被保険者名簿によると、申立人と同様に昭

和 50 年 10 月に同制度に係る勧奨状が送付されている記載はあるものの、

その母親も同制度を利用して保険料を納付したことをうかがわせる形跡は

見当たらない上、申立人は保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の

保険料を納付していたとするその父親は既に他界していることから、申立

期間①当時の保険料の納付状況が不明である。 

    加えて、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 49年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5584 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年３月から 62 年２月までの期間及び平成元年８月から同

年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 61年３月から 62年２月まで 

② 平成元年８月から同年９月まで 

私は、昭和 62 年２月に会社を退職した後、両親と一緒に他県へ転出した

ので、転出先の市の市役所で国民年金の加入手続を自分で行った。その住

所地には、３か月ほどしかいなかったので、国民年金保険料をどのように

納付したか憶
おぼ

えていない。 

その後、私一人だけ前住所地へ戻り就職したが、当初、その会社は厚生

年金保険に加入していなかったため、国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料を納付していた。その保険料は、口座振替で納付していたと思う

が、最初は銀行の窓口で納付していたかもしれない。 

１年ほどで両親も前住所地へ戻ってきたので、私が結婚するまで同居し

ていた。結婚するまでの間、会社を退職すると必ず国民年金への切替手続

を行い、国民年金保険料を納付するように気を付けていたが、私が結婚す

る前に、母親が市役所で私の保険料の未納は無いか確認したところ、何箇

月分か不明だが納付していない期間があったので、その場で納付してきた

と母親から聞いたことがある。 

申立期間①が未加入期間とされ、申立期間①及び②の国民年金保険料が

未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①について、転出先の市の市役所で国民年金の加入手

続を自分で行ったと述べており、同市の国民年金被保険者名簿には、申立人

が国民年金の強制加入被保険者の資格を取得し、昭和 61 年４月には申立人



 

  

へ納付書が発行されている旨の記載があるものの、オンライン記録では、当

該期間は未加入期間とされている。未加入期間とされた原因としては、申立

人を「誤適用者」として、当該期間のうち同年同月から 62 年２月までの国

民年金保険料を還付されたことが考えられるが、当時、申立人は被用者年金

制度に加入しておらず、国民年金の強制加入被保険者であったものと考えら

れることから、「誤適用者」を理由として、保険料を還付し、当該期間を未

加入期間とする事務処理は適切さを欠いていたと考えられる。 

   また、申立人は、昭和 61 年３月１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失

していることから、同一日に国民年金の強制加入被保険者の資格を取得する

はずであるが、申立人の所持する年金手帳及び申立人の国民年金被保険者名

簿には、同年２月 28 日に申立人が国民年金の強制加入被保険者の資格を取

得した記載があるなど、申立期間①当時、行政側の記録管理が適切に行われ

ていなかった可能性がうかがえる。 

   さらに、申立人は、申立期間②について、「私が結婚する前に、母親が市

役所で私の国民年金保険料の未納は無いか確認したところ、何箇月分か不明

だが納付していない期間があったので、その場で納付してきたと母親から聞

いたことがある。」と述べており、その母親からも同様の証言を得ている。 

   加えて、申立期間①のうち、昭和 61 年４月から 62 年２月までの国民年金

保険料が平成２年９月に還付決議され、申立人へ保険料が還付されたことと

なっているが、制度上、保険料の還付金又は過誤納金がある場合において、

還付を受けるべき者につき納付すべきとされている保険料があるときは、還

付に代えて、先に経過した月の保険料から順次充当することとされており、

申立人については、申立期間②に充当することになるが、申立期間①のうち、

昭和 61 年４月から 62 年２月までの還付金は、申立期間②に充当されずに申

立人に還付されていることから、当該還付金が生じた時点において、当該還

付金を充当すべき期間は存在しなかったと考えられる。 

   その上、申立期間②は２か月と短期間であり、当該期間後に国民年金保険

料の未納は無く、申立人の母親が当該期間の保険料を納付していなかったこ

とを相当程度うかがわせる事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5585 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年１月から同年３月までの期間及び

56 年２月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められ、同年６月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 44年１月から同年３月まで 

② 昭和 56年２月から同年３月まで 

③ 昭和 56年６月から 58年３月まで 

④ 昭和 61年４月から平成 14年３月まで 

申立期間①及び②の国民年金保険料は、私の母親又は妻が納付していた。

特に申立期間①については、事業を立ち上げた直後であり、金融機関から

の融資もあって資金繰りも良く、保険料を納付できなかったとは考えられ

ない。申立期間①及び②の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

申立期間③及び④については、経済的な理由から国民年金保険料を納付

することはできなかったため、私又は妻が免除の申請を行っていたはずで

ある。申立期間④については、全ての期間について免除の申請を行ったと

は思わないが、平成になった頃にも免除の申請を行った気がする。申立期

間③及び④の保険料が免除されておらず、未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、特

殊台帳に記載されている国民年金手帳の交付年月日等から昭和 43 年 10 月

と推認でき、当該期間は、国民年金の加入手続を行った年度であることか

ら、国民年金保険料の納付意識は高かった時期と考えられる上、当該期間



 

  

の前後の期間の保険料は納付済みとなっていることから、当該期間の保険

料を納付していたと考えても不自然ではないとともに、当該期間は３か月

と短期間である。 

    また、申立期間②については、当該期間まで 140 か月以上続けて国民年

金保険料が納付済みとされ、その間には過年度納付を行っている記録が確

認できる上、申立人の特殊台帳には昭和 55 年度の欄に納付書が発行された

旨の記載があることから、当該期間の保険料を当該納付書により納付した

と考えても不自然ではないとともに、当該期間は２か月と短期間である。 

    さらに、申立期間③について、オンライン記録では国民年金保険料の未

納期間とされているものの、ⅰ）申立人が居住している市が保管していた

申立人の国民年金被保険者名簿では、当該期間のうち、昭和 57 年度は、申

請免除期間とされていること、ⅱ）申立人は、申立人又はその妻が、保険

料の免除の申請を行っていたと述べているところ、その妻は、「私が、夫

と私の分の保険料免除の申請を行った。」と証言している上、当該期間の

妻の国民年金の記録は申請免除とされていることが確認できることから、

当該期間は申請免除期間であったとしても不自然ではない。 

 

  ２ 一方、申立期間④について、申立人は、当該期間の全てではないが、国

民年金保険料の免除の申請を行っていたと主張しているが、その記憶は曖

昧であり、当時の申請免除の状況が不明である。 

    また、申立期間④について、一緒に国民年金保険料の免除の申請を行っ

たとする申立人の妻も、申立人と同様に未納となっている。 

    さらに、申立期間④は 192 か月と長期間に及ぶ上、申立人は当該期間を

通じて同一市内に居住していたことから、同一の行政機関が長期間にわた

り記録管理を適切に行っていなかったとは考え難い。 

    加えて、申立人が申立期間④の国民年金保険料を免除されていたことを

示す関連資料が無く、ほかに当該期間の保険料が免除されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 44 年１月から同年３月までの期間及び 56 年２月から同年３月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められ、同年６月から 58 年

３月までの国民年金保険料を免除されていたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5586 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年４月から平成元年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 55年１月から平成元年３月まで 

私は、母親から国民年金への加入を勧められたので、20 歳になった昭和

55 年＊月頃、当時居住していた市の市役所へ母親と一緒に行き、国民年金

の加入手続を行った。その後、私の国民年金保険料については、私が結婚

するまで、母親が自身の保険料と一緒に納付してくれており、加入当初の

保険料は、市役所の窓口で納付書により納付し、その後時期は不明だが、

口座振替によって納付するようになったと思う。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間を除いて、国民年金保険料の未納は無く、申立人の

保険料を納付していたとする申立人の母親は、国民年金制度発足当初から

一部を除き保険料を納付しており、60 歳以降も任意加入するなど、保険料

の納付意識は高かったと考えられる。 

 

  ２ 申立期間のうち、昭和 63 年４月から平成元年３月までの期間について、

申立人は、20 歳になった昭和 55 年＊月頃、当時居住していた市の市役所

へ母親と一緒に行き、国民年金の加入手続を行い、その後、加入当初はそ

の母親が市役所の窓口で国民年金保険料を納付していたと述べているが、

申立人の国民年金の加入手続時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前

の番号が付与された任意加入被保険者の資格取得日及び後の番号が付与さ

れた 20 歳到達直後に国民年金に加入した被保険者の資格取得日から、63

年７月であると推認され、加入手続の時期は、その主張と一致しないもの



 

  

の、推認される加入手続時点において、同年４月から平成元年３月までの

保険料は、現年度納付となることから、市役所において納付することは可

能であり、納付意識が高かったと考えられるその母親が、自身及びその夫

の保険料を納付しながら、加入手続後、申立人の保険料のみ納付しなかっ

たとするのは不自然である。 

 

  ３ 一方、申立期間のうち、昭和 55 年１月から 63 年３月までの期間につい

て、上記のとおり、申立人の国民年金の加入手続時期は、同年７月である

と推認されることから、当該期間のうち、一部の期間の国民年金保険料は

遡って納付することは可能であったが、申立人はそのような主張をしてお

らず、20 歳になった 55 年＊月頃に加入手続を行ったとする申立内容とも

一致しない上、申立人は、当該期間前から国民年金手帳記号番号の払い出

された時期を通じ、同一住所に居住しており、別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も無い。 

    また、申立人が申立期間のうち、昭和 55 年１月から 63 年３月までの国

民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

 

  ４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 63 年４月から平成元年３月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5721 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 28 年１月 14 日から 29 年５月３日までの期間に

ついて、Ａ社の事業主は、申立人が 28 年１月 14 日に厚生年金保険被保険

者の資格を取得し、29 年５月３日に同資格を喪失した旨の届出を社会保

険事務所（当時）に行ったことが認められることから、当該期間における

厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

   なお、標準報酬月額については、5,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年１月 14 日から 29 年５月３日まで 

             ② 昭和 41 年８月頃 

             ③ 昭和 43 年 12 月頃から 44 年２月１日まで 

             ④ 昭和 44 年２月頃から 45 年７月１日まで 

             ⑤ 昭和 46 年１月頃から同年７月頃まで 

             ⑥ 昭和 46 年７月頃から 47 年６月頃まで 

             ⑦ 昭和 47 年６月頃から同年８月頃まで 

             ⑧ 昭和 48 年１月頃から 49 年２月頃まで 

             ⑨ 昭和 50 年９月頃から同年 11 月頃まで 

             ⑩ 昭和 50 年 11 月頃から同年 12 月頃まで 

             ⑪ 昭和 50 年 12 月頃から 51 年２月頃まで 

             ⑫ 昭和 51 年２月頃から同年２月末頃まで 

             ⑬ 昭和 51 年３月頃から同年４月頃まで 

             ⑭ 昭和 51 年４月頃から同年６月頃まで 

             ⑮ 昭和 51 年６月頃から 52 年２月頃まで 

             ⑯ 昭和 55 年 12 月頃から 56 年７月頃まで 

    私は、以下のとおり、16 の事業所において勤務した記憶があり、そ

れぞれの勤務期間における厚生年金保険の記録が無いので、申立期間に

ついて調査して厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 



                      

  

    申立期間①は、Ａ社内にあったＢ事業所に勤務していた。在籍中の記

憶は鮮明である。 

    申立期間②は、短期間であったが、Ｄ社Ｅ工場に勤務していた。 

    申立期間③には、住み込みでＦ社に勤務していた。 

    申立期間④は、昭和 45 年 11 月 30 日までＪ社において住み込みで勤

務していた。その間、身内の手伝いのために休職したことがあったが、

同年７月１日から同年 12 月１日までしか被保険者記録が無いのはおか

しい。 

    申立期間⑤は、Ｈ社に住み込みで勤務していた。 

    申立期間⑥は、Ｎ市にあったＯ社というような名称の会社に勤務して

いた。 

    申立期間⑦は、社名は覚えていないが、Ｑ市にあったＲを扱っていた

会社で２か月ぐらい勤務していた。 

    申立期間⑧は、Ｓ社で勤務していた。 

    申立期間⑨は、Ｔ社の保養所であったＶ事業所で勤務していた。 

    申立期間⑩は、Ｘ事業所で勤務していた。 

    申立期間⑪は、Ｙ社に住み込みで勤務していた。 

    申立期間⑫は、Ｚ社で勤務していた。 

    申立期間⑬は、Ｇ事業所に住み込みで勤務していた。 

    申立期間⑭は、名称ははっきり覚えていないが、Ｇ事業所と経営者が

同一のＫ事業所で勤務していた。その期間は寮に住んでいた。 

    申立期間⑮は、Ｇ事業所と同系列のＣ市にあったＭ社というような名

称の会社で勤務していた。 

    申立期間⑯は、Ｐ社で勤務していた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において、申立人と同姓同名で同じ生年月日の者が昭和 28 年１月 14 日

に資格を取得し、29 年５月３日に資格を喪失している基礎年金番号に

未統合の厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

    また、Ａ社から提出のあった申立人に係る厚生年金保険被保険者資格

の取得届及び喪失届並びに同社の回答から、申立人が当該期間において

同社に勤務していたことが確認できる。 

    これらを総合的に判断すると、上記の被保険者記録は、申立人の記録

であり、Ａ社の事業主は、申立人が昭和 28 年１月 14 日に厚生年金保険

被保険者資格を取得し、29 年５月３日に同資格を喪失した旨の届出を

社会保険事務所に行ったことが認められる。 

    なお、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者名簿の記



                      

  

録から、5,000 円とすることが妥当である。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人はＤ社Ｅ工場において、雇用保険の被保

険者資格を昭和 41 年８月９日に取得していることから、当該期間当時、

申立人が同社に勤務していたことが確認できる。 

    しかし、雇用保険の記録において、離職年月日は記録されていないほ

か、Ｄ社及び当時の同社の厚生年金保険被保険者から申立人の在籍につ

いての証言が得られないことから、申立人の同社における在籍期間が特

定できない。 

    また、当該期間のＤ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票にお

いて、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

    申立期間③について、申立人は、Ｆ社における入退社の経緯について

詳細に記憶している。 

    しかし、Ｆ社における申立人の雇用保険被保険者記録は確認できない。 

    また、Ｆ社の事業主は、当時は、正社員のみ厚生年金保険に加入させ

ていたと回答しており、同社が保管している当時の社会保険取得台帳に

申立人の氏名は無く、申立人の在籍についても不明であると回答してい

る。 

    さらに、Ｆ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立人及び申立人が名前を挙げた自身よりも先に入社し次の職場へも一緒

に転職したとする同僚の氏名は確認できない。 

    申立期間④について、当時のＪ社の事務担当者であった同僚は、申立

人を記憶しており、入社日は分からないが、申立人は当該期間に同社に

勤務していたと供述している。 

    しかし、Ｊ社は、昭和 45 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所と

なっており、当該期間には適用事業所ではなかったことが確認できる。 

    また、上記同僚は、「Ｊ社は、当時は厚生年金保険の適用事業所では

なかった。事業所の新規適用事業所の届出は、私が行ったので間違いは

無く、昭和 45 年６月 30 日以前は給与から厚生年金保険料も控除されて

いなかった。」と供述している。 

    さらに、Ｊ社は、管轄する法務局に商業登記の記録は確認できない上、

厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立人の当該期間におけ

る保険料の控除について確認することができない。 

    申立期間⑤について、申立人は、当時の出来事について詳細に記憶し

ているものの、事業所の名称、勤務期間及び勤務時期についての記憶は

曖昧である。 

    また、当該期間において申立人の雇用保険の記録は確認できず、事業

所の所在地を管轄する警察本部及び保健所を調査したものの、申立てに



                      

  

係る事業所を特定できないため、事業主から申立人の勤務実態や保険料

の控除について確認することができない。 

    申立期間⑥について、申立人は入退社の経緯及び業務に関連する事情

について詳細に記憶している。 

    しかし、申立てに係る事業所の名称については、その一部を記憶する

のみである上、所在地、勤務時期及び勤務期間については記憶が曖昧で

あり、事業所の特定ができないため、事業主から申立人の勤務実態や保

険料の控除について確認することができない。 

    申立期間⑦について、申立人は事業所の所在地について、Ｑ市であっ

たと記憶しているところ、雇用保険の記録から、同市内の名称不明で事

業所番号のみ確認できる事業所において、昭和 47 年６月 12 日から同年

７月 31 日まで勤務していたことが確認できる。 

    しかし、申立てに係る事業所について、申立人はＲを扱う会社であっ

たと記憶しているが、名称についての記憶は無く、事業所が特定できな

いため、事業主から申立人の勤務実態や保険料の控除について確認する

ことができない。 

    申立期間⑧について、Ｓ社の現在の事業主は、期間の特定はできない

が、申立人が当該期間前後にパート社員として勤務していたと回答して

いる。 

    しかし、上記の事業主は、パート社員については雇用保険を含め社会

保険には加入させていなかった旨の回答をしている。 

    また、申立人のＳ社に係る雇用保険の記録は確認できない上、同社の

当時の健康保険厚生年金保険被保険者原票において申立人の氏名は無く、

健康保険の整理番号に欠番も無い。 

    申立期間⑨について、申立人の記憶するＶ事業所は、Ｕ健康保険組合

が保有していた福利厚生施設であり、同健康保険組合は、当時の書類の

保管は無く、申立人の在籍について不明と回答しており、申立人の当該

期間における雇用保険の記録も確認できない。 

    また、Ｕ健康保険組合は、Ｖ事業所は厚生年金保険の適用事業所とし

ての届出を行っていなかったと回答しており、同健康保険組合に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿及び健康保険厚生年金保険被保険者原

票において、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

    申立期間⑩について、申立人は、当時の出来事について記憶している

ものの、勤務時期及び勤務期間についての記憶は曖昧である。 

    また、申立人の当該期間における雇用保険の記録は確認できない。 

    さらに、Ｘ事業所を経営するＷ社の現在の事業主は、当時の書類の保

管は無く、申立人の在籍について確認できないと回答している。 

    申立期間⑪について、申立人は、当時の状況について詳細に記憶して



                      

  

いるものの、勤務時期及び勤務期間についての記憶は曖昧である。 

    また、申立人の当該期間における雇用保険の記録は確認できない。 

    さらに、Ｙ社の元取締役は、「昭和 50 年 12 月１日に在籍した従業員

については名簿により確認できるが、申立人は当該名簿に氏名が見当た

らない。現在、当時の在籍等を確認できる資料はこれ以外には無い。」

と回答している。 

    加えて、Ｙ社は既に解散しており、申立人の勤務実態や保険料の控除

について確認することができない。 

    申立期間⑫について、申立人は、Ｚ社における当時の出来事について

記憶しているものの、勤務時期及び勤務期間については記憶が曖昧であ

る。 

    また、申立人の当該期間における雇用保険の記録は確認できない。 

    さらに、Ｚ社の事業主は、当該期間には、同社は厚生年金保険の強制

適用事業所では無かったため、厚生年金保険の適用の届出は行っていな

かったと回答している。 

    加えて、Ｚ社は、昭和 63 年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所に

なっており、当該期間においては適用事業所ではなかったことが確認で

きる。 

    申立期間⑬及び⑭について、申立人は事業主の氏名や当時の状況につ

いて詳細に記憶している。 

    しかし、申立人の当該期間における雇用保険の記録は確認できない。 

また、申立人の主張する名称及び類似の名称で厚生年金保険の適用事

業所は確認できないため、事業主から申立人の勤務実態や保険料の控除

について確認することができない。 

    申立期間⑮について、申立人は、事業主の氏名及び事業所の所在地に

ついて記憶しているものの、勤務時期及び勤務期間についての申立人の

記憶は曖昧である。 

    また、申立人の当該期間における雇用保険の記録は確認できない。 

    さらに、申立人が記憶する事業所に酷似した名称の事業所が、Ｃ市に

昭和 26 年３月１日から現在まで厚生年金保険の適用事業所として確認

できるが、当該事業所の事業主の氏名及び事業所の所在地については、

申立人の記憶と異なっているなど、申立てに係る事業所を特定できない

ため、申立人の勤務実態や保険料の控除について確認することができな

い。 

    申立期間⑯について、申立人の当該期間における雇用保険の記録は確

認できず、Ｐ社を経営していたＩ社の関連会社であるＬ社の事業主は、

Ｉ社は事業廃止により既に当時の書類等は保管されておらず、申立人の

在籍等について確認できないと回答している。 



                      

  

    また、Ｌ社の事業主は、Ｉ社は当該期間には厚生年金保険の適用事業

所であったが、雇用形態により社会保険の取扱いに区別があったと回答

しており、同社及び同社の関連会社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番

も無い。 

    このほか、申立人の申立期間②から⑯までにおける厚生年金保険料の

控除をうかがえる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②から⑯までに係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5722 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 38 年 10 月１日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、同年 12 月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に行ったことが認められることから、申立期間に係るＡ社Ｂ支社

における厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、２万 2,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月１日から同年 12 月１日まで 

    Ａ社Ｂ支社に転勤した際の、昭和 38 年 10 月１日から同年 12 月１日

までの厚生年金保険被保険者記録が欠落している。申立期間においても

同社Ｂ支社に継続して勤務していたので、被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、Ａ社Ｂ支社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被

保険者名簿を確認したところ、申立人と同姓同名で生年月日が相違する者

が、昭和 38 年 10 月１日に被保険者資格を取得し、同年 12 月１日に同資

格を喪失していることが確認できる。 

   また、上記の被保険者名簿における厚生年金保険記号番号は、申立人の

Ｃ社Ｄ支社及びＡ社Ｅ支社に係る記号番号と同一であることから、上記の

記録は、申立人の被保険者記録であると認められる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 38 年 10 月１日

に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年 12 月１日に同資格を喪失

した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、上記の被保険者名簿の記録

から、２万 2,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5723 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 21 年５月１日から同年 11 月１日までの期間につ

いて、事業主は、申立人が同年５月１日に厚生年金保険被保険者資格を取

得し、同年 11 月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当

時）に対し行ったことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｃ社）に係

る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、150 円とすることが妥当で

ある。 

   申立期間のうち、昭和 25 年６月１日から同年８月１日までの期間につ

いて、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＢ社（現在は、Ｄ社）本

社における厚生年金保険被保険者の資格取得日に係る記録を同年６月１日

に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 6,000 円とすることが必要である。 

   申立期間のうち、昭和 26 年８月１日から同年９月９日までの期間につ

いて、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＢ社本社における厚生年

金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を同年９月９日に訂正し、当該期

間の標準報酬月額を 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る昭和 25 年６月及び同年７月、26 年８月の

厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明かでない

と認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21 年５月１日から同年 11 月１日まで 

             ② 昭和 23 年９月１日から 24 年９月１日まで 

             ③ 昭和 25 年６月１日から同年８月１日まで 

             ④ 昭和 26 年８月１日から同年９月９日まで 

    夫から、「結婚前にＡ社やＢ社に勤めていた。」と聞いている。厚生



                      

  

年金保険の記録を見ると、Ａ社に勤務していた期間の被保険者記録が無

く、Ｂ社に勤務していた期間に被保険者記録が欠落している期間がある。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）おいて、申

立人と同姓同名で、生年月日が同じ者がＡ社において昭和 21 年５月１日

に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年 11 月１日に同資格を喪失

している基礎年金番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

   また、申立人の妻は、「夫は、最初にＡ社に勤めたと聞いている。」と

述べており、上記の記録は申立人の記録であると認められる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 21 年５月１日

に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年 11 月１日に同資格を喪失し

た旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

   なお、申立期間①の標準報酬月額については、上記の被保険者台帳の記

録から、150 円とすることが妥当である。 

   申立期間③について、複数の同僚の証言から判断すると、申立人がＢ社

に継続して勤務し（昭和 25 年６月１日に、同社Ｅ事業所から同社本社に

異動）、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

   なお、申立期間③の標準報酬月額については、申立人のＢ社本社におけ

る昭和 25 年８月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記載から、6,000

円とすることが妥当である。 

   申立期間④について、申立人の妻が所持する解職辞令から、申立人が昭

和 26 年９月８日までＢ社本社に勤務していたものと認められる。 

   また、Ｄ社の社会保険事務担当者は、「退職辞令の日まで勤務し、厚生

年金保険料は控除していたと思う。」と述べている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間④において厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＢ社本社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録

を昭和 26 年９月９日に訂正することが必要である。 

   なお、申立期間④の標準報酬月額については、申立人のＢ社本社におけ

る昭和 26 年７月の上記被保険者名簿から、6,000 円とすることが妥当で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間③及び④の厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほ



                      

  

かに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会

保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間②について、同僚の証言から申立人がＢ社Ｅ事業所に勤

務していたことは認められる。 

   しかし、Ｂ社Ｅ事業所は昭和 24 年９月１日に厚生年金保険の適用事業

所となっていることから、当該期間は適用事業所となっていないことが確

認できる。 

   また、Ｂ社Ｅ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

同社Ｅ事業所が適用事業所となった日と同日に被保険者資格を取得してい

る同僚は、「同社本社から昭和 22 年２月頃に同社Ｅ事業所に転勤してき

たが、同社Ｅ事業所が適用事業所となった時に厚生年金保険被保険者資格

を取得しており、適用事業所になる前は保険料の控除は無かった。」と証

言している。 

   さらに、申立人は、既に死亡しているため、当該期間における給与明細

書等の保険料控除を確認できる資料は無く、当時の状況について供述を得

ることができない。 

   このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5724 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、Ａ社における平成３年８月１日から同年 11 月 30 日ま

での期間について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬

月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を同年８月及び同年９月は 24 万円、

同年 10 月は 20 万円に訂正することが必要である。 

   申立期間のうち、平成３年 11 月 30 日から４年６月１日までの期間につ

いて、申立人のＡ社における資格喪失日は、同年６月１日であると認めら

れることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る

記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額は、20 万円とすることが必要で

ある。 

   申立期間のうち、Ｂ社における平成４年６月１日から同年７月 31 日ま

での期間について、申立人は、その主張する標準報酬月額（20 万円）に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 20 万円に訂正す

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認

められる。 

   申立期間のうち、平成４年７月 31 日から同年 10 月 28 日までの期間に

ついて、申立人のＢ社における資格喪失日は、同年 10 月 28 日であると認

められることから、当該期間に係る申立人の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額を 19 万円とするこ

とが必要である。 

   申立期間のうち、平成４年 10 月 28 日から同年 12 月１日までの期間に

ついて、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＢ社における上記訂正

後の資格喪失日に係る記録を同年 12 月１日に訂正し、同年 10 月及び同年

11 月の標準報酬月額を 19 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 



                      

  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年８月１日から同年 11 月 30 日まで 

             ② 平成３年 11 月 30 日から４年６月１日まで 

             ③ 平成４年６月１日から同年７月 31 日まで 

             ④ 平成４年７月 31 日から５年１月１日まで 

私のＡ社における厚生年金保険の被保険者記録では、申立期間①の標

準報酬月額が 10 万 4,000 円となっており、給与明細書に記載されてい

る支給額よりも低くなっている。また、申立期間②について、平成３年

11 月 30 日に同社での被保険者資格を喪失したことになっているが、当

該期間も同社に継続して勤務しており、給与から厚生年金保険料も控除

されていた。 

Ｂ社における厚生年金保険の被保険者記録では、申立期間③の標準報

酬月額は 19 万円となっているが、実際の給与支給額よりも低いと思わ

れる。また、申立期間④について、平成４年７月 31 日に同社で被保険

者資格を喪失しているが、同年 12 月末まで同社に継続して勤務してい

たので、調査の上、申立期間①及び③の標準報酬月額の記録を訂正し、

申立期間②及び④を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、雇用保険の被保険者記録から、申立人がＡ

社に平成４年５月 31 日まで継続して勤務していたことが認められる。 

   申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の当該期間の標

準報酬月額は、当初、平成３年８月及び同年９月は 24 万円、同年 10 月は

20 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でな

くなった４年１月 16 日よりの後の同年８月 26 日に、３年 10 月の算定基

礎届の記録を取り消された上、10 万 4,000 円に減額処理がされており、

また、同日に同社の多数の同僚についても、同様の処理が行われているこ

とが確認できる。 

   申立期間②について、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平

成４年１月 16 日より後の同年６月８日に、申立人の同社における被保険

者資格を３年 11 月 30 日に喪失する旨の処理が行われていることが確認で

きるところ、同社の多数の同僚についても同様の処理が行われていること

が確認できる上、申立人と同日に被保険者資格を喪失している者の記録の

中には、同日以降の異なる日付で同資格を喪失した旨の記録を、４年６月



                      

  

８日付けで、遡及訂正されている記録が確認できる。 

   また、Ａ社の取締役は、当時、厚生年金保険料の滞納について、社会保

険事務所に出向いた記憶があると述べている。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、前述の２回に

わたる遡及訂正処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は有

効なものとは認められないことから、申立人の申立期間①に係る標準報酬

月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成３年８月及び同年

９月は 24 万円、同年 10 月は 20 万円であると認められ、申立期間②に係

る申立人の資格喪失日は、雇用保険の離職日の翌日である４年６月１日で

あると認められる。 

   なお、平成３年 11 月から４年５月までの標準報酬月額は、申立人のＡ

社における訂正前のオンライン記録から 20 万円とすることが妥当である。 

   申立期間③について、申立人の所持する給与明細書から、申立人は、当

該期間において、その主張する標準報酬月額（20 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額

の届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

   申立期間④について、雇用保険の被保険者記録から、申立人がＢ社に平

成４年 11 月 30 日まで継続して勤務していたことが認められる。 

   一方、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所でな

くなった平成４年７月 31 日より後の同年 10 月 28 日に、申立人の同年 10

月の算定基礎届の記録を取り消した上で、同社における被保険者資格を同

年７月 31 日まで遡って喪失させる処理が行われているところ、同社の多

数の同僚についても同様の処理が行われていることが確認できる上、この

ほかの同僚の被保険者記録の中には、同年７月 31 日以降の異なる日付で

被保険者資格を喪失した旨の記録を、同年 10 月 28 日付けで、同年６月

30 日に遡及訂正されている記録が確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人が平成

４年７月 31 日に資格を喪失したとする処理を行う合理的な理由は無く、

当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人

の資格喪失日は、当該喪失処理をした日である同年 10 月 28 日であると認

められる。 



                      

  

   なお、平成４年７月から同年９月までの標準報酬月額は、申立人のＢ社

における訂正前のオンライン記録から 19 万円とすることが妥当である。 

   申立期間④のうち、平成４年 10 月 28 日から同年 12 月１日までの期間

について、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日は、オ

ンライン記録により、当初の同年７月 31 日から同年 12 月１日へと訂正さ

れていることが確認できるところ、雇用保険の加入記録及び申立人が所持

する同年 10 月分及び同年 11 月分の給与明細書により、申立人が同社に継

続して勤務し、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

   また、平成４年 10 月及び同年 11 月の標準報酬月額については、申立人

の当該期間の給与明細書から、19 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該期間において、Ｂ社が適用事業所でありながら、

社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、

社会保険事務所は申立人に係る平成４年 10 月及び同年 11 月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

   一方、申立期間④のうち、平成４年 12 月１日から５年１月１日までの

期間について、申立人は、４年 12 月末まで勤務していたと主張している

が、申立人が所持する同年 12 月分の給与明細書により当該期間の厚生年

金保険料が控除されていないことが確認できることから、申立人が当該期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5725 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を平成 19 年４月 16 日は

７万 5,000 円、同年７月 17 日は 19 万 6,000 円、20 年４月 15 日は 11 万

2,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19 年４月 16 日 

             ② 平成 19 年７月 17 日 

             ③ 平成 20 年４月 15 日 

    私は、平成 18 年９月１日から 20 年 11 月 30 日までＡ社に勤務してい

たが、19 年４月分、同年７月分及び 20 年４月分支給分の賞与から厚生

年金保険料が控除されているにもかかわらず、厚生年金保険の記録が無

いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した申立期間に係る賞与支給明細書から、申立人は、申立

期間において、その主張する標準賞与額（平成 19 年４月 16 日は７万

5,000 円、同年７月 17 日は 19 万 6,000 円、20 年４月 15 日は 11 万 2,000

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、申立期間に当該事業所の被保険者となっていた同僚１

名に照会したところ、当該同僚は、「申立期間において賞与の支給があっ

た。」と回答しているにもかかわらず、Ａ社の被保険者で申立期間におい

て賞与の記録がある者が存在しないことから、事業主は賞与支払届の提出



                      

  

を行っておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申

立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5726 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取

得日に係る記録を昭和 55 年 11 月１日に、資格喪失日に係る記録を 59 年

４月６日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 55 年 11 月から 56 年９月

までは 17 万円、同年 10 月から 58 年９月までは 24 万円、同年 10 月から

59 年３月までは 22 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年 11 月頃から 59 年４月６日まで 

    私は、昭和 55 年 11 月頃から 59 年４月の初めまでＡ社でＢ業務に就

いていた。勤務は、２班に分かれて昼夜２交代制であった。私の所属し

ていた班の班長が辞めた後は私が班長となり、会社から倒産すると言わ

れた同年４月まで正社員として勤務していた。退職時には５名ぐらいを

残して、私を含めたほとんどの従業員が辞め、私は次の仕事に就くまで

は失業保険を受給していた。調査して申立期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び同僚の証言から、申立人が昭和 55 年 11 月１日から

59 年４月５日までＡ社に勤務していたことが認められる。 

   また、複数の同僚が申立人の前任者であったとして氏名を挙げた者は、

Ａ社において厚生年金保険被保険者となっていることが確認できる。 

   さらに、申立期間当時のＡ社において、複数の同僚が申立人と同様の業

務についていたとして氏名を挙げた複数の者は、同社において厚生年金保

険被保険者となっていることが確認できる。 

   加えて、申立人及び複数の同僚の供述から考えられる従業員数と厚生年



                      

  

金保険被保険者数とがおおむね一致することから、当時、Ａ社では、全て

の従業員が厚生年金保険に加入していたと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同様の業務に就い

ていた複数の同僚のＡ社における申立期間の社会保険事務所（当時）の記

録から、昭和 55 年 11 月から 56 年９月までは 17 万円、同年 10 月から 58

年９月までは 24 万円、同年 10 月から 59 年３月までは 22 万円とすること

が妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、Ａ社

は既に事業を廃止しており、元事業主の所在も不明であり確認できないが、

申立期間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番が見当た

らないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは考え

られない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出

された場合には、その後、健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基

礎届や被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いず

れの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しておらず、これは

通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ

資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 55 年 11 月から 59 年３月までの保険料の納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5727 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を 32 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、申

立期間において、32 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5728 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を 26 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、申

立期間において、26 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5729 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月 10 日は 39 万円、17 年 12 月９日

は 37 万円、18 年 12 月 15 日は 32 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年 12 月９日 

             ③ 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、平

成 16 年 12 月 10 日は 39 万円、17 年 12 月９日は 37 万円、18 年 12 月 15

日は 32 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5730 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月 10 日は 49 万円、17 年 12 月９日

は 48 万円、18 年 12 月 15 日は 43 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年 12 月９日 

             ③ 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、平

成 16 年 12 月 10 日は 49 万円、17 年 12 月９日は 48 万円、18 年 12 月 15

日は 43 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5731 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月 10 日は 36 万円、17 年 12 月９日

は 35 万円、18 年 12 月 15 日は 33 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年 12 月９日 

             ③ 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、平

成 16 年 12 月 10 日は 36 万円、17 年 12 月９日は 35 万円、18 年 12 月 15

日は 33 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5732 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を 31 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、申

立期間において、31 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5733 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を 31 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、申

立期間において、31 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5734 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を 27 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 10 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、申

立期間において 27 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5735 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月 10 日は 54 万円、17 年 12 月９日

は 52 万円、18 年 12 月 15 日は 46 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年 12 月９日 

             ③ 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、平

成 16 年 12 月 10 日は 54 万円、17 年 12 月９日は 52 万円、18 年 12 月 15

日は 46 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5736 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月 10 日は 53 万円、17 年 12 月９日

は 50 万円、18 年 12 月 15 日は 46 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年 12 月９日 

             ③ 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、平

成 16 年 12 月 10 日は 53 万円、17 年 12 月９日は 50 万円、18 年 12 月 15

日は 46 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5737 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月 10 日は 59 万円、17 年 12 月９日

は 52 万円、18 年 12 月 15 日は 40 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年 12 月９日 

             ③ 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、平

成 16 年 12 月 10 日は 59 万円、17 年 12 月９日は 52 万円、18 年 12 月 15

日は 40 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5738 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月 10 日は 48 万円、17 年 12 月９日

は 44 万円、18 年 12 月 15 日は 40 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年 12 月９日 

             ③ 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、平

成 16 年 12 月 10 日は 48 万円、17 年 12 月９日は 44 万円、18 年 12 月 15

日は 40 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5739 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月 10 日は 48 万円、17 年 12 月９日

は 46 万円、18 年 12 月 15 日は 41 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年 12 月９日 

             ③ 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、平

成 16 年 12 月 10 日は 48 万円、17 年 12 月９日は 46 万円、18 年 12 月 15

日は 41 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5740 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の

標準賞与額に係る記録を平成 16 年 12 月 10 日は 52 万円、17 年 12 月９日

は 45 万円、18 年 12 月 15 日は 52 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年 12 月９日 

             ③ 平成 18 年 12 月 15 日 

    申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業主はそれから２年以上経過してから社会保険事務所（当時）に相談

に行き、その後賞与支払届を提出したため、年金額の計算の基礎となら

ない記録になっている。 

    私が当時勤務していたＡ社は、当該賞与から厚生年金保険料を控除し

ていたにもかかわらず、社会保険事務所に、当該賞与支給から２年以内

には賞与支払届を提出していないことを認めているので、厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主が提出した賞与個人別一覧表及び給与集計表から、申立人は、平

成 16 年 12 月 10 日は 52 万円、17 年 12 月９日は 45 万円、18 年 12 月 15

日は 52 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時、申立てに係る賞与の届出を社会保険事

務所に対し行っておらず、また、当該賞与に係る厚生年金保険料について

も、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5741 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ支社における資格取得

日に係る記録を昭和 37 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年６月１日から同年８月１日まで 

    私は、昭和 35 年４月にＡ社に入社し、44 年１月末まで継続して勤務

していた。しかし、同社Ｂ支社から同社Ｃ支社へ転勤した 37 年６月１

日から同年８月１日までの期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落し

ている。調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された人事記録及び雇用保険の加入記録から判断すると、

申立人が同社に継続して勤務し（昭和 37 年６月１日に同社Ｂ支社から同

社Ｃ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 37 年８月の

Ａ社Ｃ支社における社会保険事務所（当時）の記録から、２万円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いて、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5742 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 19 年 10 月１日から 20 年９月 16 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格の取得日に係る記録を 19 年 10 月１日に、同資格の喪失日に係る記録を

20 年９月 16 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 70 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19 年 10 月１日から 20 年９月 16 日まで 

             ② 昭和 21 年 11 月頃から 26 年６月１日まで 

    私は高校卒業後６か月間Ｎを習い、Ｂ市で試験を受け、昭和 18 年 10

月頃Ａ社に採用された。採用後、Ｃ国の同社Ｄ支店に 19 年４月頃から

勤務し 20 年 11 月頃帰国したが、この期間のうち 19 年 10 月１日から

20 年９月 16 日までの期間と帰国後１年ほどしてＥ県Ｆ市にあったＧ社

に勤めた 21 年 11 月頃から 26 年５月までの厚生年金保険被保険者記録

が、ねんきん特別便が届いて、欠落していることが判明したので、調査

の上、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の氏名が記載されている旧Ａ社外地職員名

簿及び申立人が所持する同僚の女性と一緒に写っている写真から、申立人

は申立期間①においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

   また、旧Ａ社外地職員名簿に記載されているＡ社Ｄ支店の職員は 42 名

だが同社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿においてほぼ

全員（申立人ほか１名を除く 42 名中 40 名）が被保険者となっていること

が確認できる。 

   さらに、Ａ社Ｄ支店に同じ期間勤め、帰国も一緒だったとする前述の同



                      

  

僚の女性２名の業務内容について、申立人は、自身と同じ職種であったと

述べているところ、当該同僚２名は被保険者台帳によるとそれぞれ昭和

19 年６月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同社が厚生年金保

険の適用事業所でなくなった（以下「全喪」という。）20 年９月 16 日に

同資格を喪失している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、同一の業務に従事した同僚

の当該期間に係る上記被保険者名簿の記録から、70 円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否

かについては、Ａ社は既に全喪している上、事業主の所在も不明であり確

認はできないが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が

提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届も提出されていると思

われるところ、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該届

出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業

主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 19 年 10 月から 20 年８月

までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間①

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   申立期間②について、申立人は、Ｇ社での作業内容、勤務場所等につい

て具体的に記憶していることから、期間は特定できないものの、申立人が

同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、オンライン記録では、申立期間②当時、申立人が勤務していた

とするＥ県Ｆ市においてＧ社という名称で厚生年金保険の適用事業所とな

っている事業所は見当たらなかった。 

   また、Ｇ社に類似する適用事業所として「Ｈ社（Ｉ市）」、「Ｊ社（Ｋ

市）」、｢Ｌ社（Ｍ市）」を確認できたが、それぞれの健康保険厚生年金

保険被保険者名簿において申立人の氏名は見当たらない。 

   さらに、法務局にＧ社と類似する法人を照会したところ、現在この会

社・法人は見当たらないとの回答であった。 

   加えて、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してお

らず、このほか申立人の申立期間②に係る保険料控除をうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5743 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を平成元年８月１日に、資格喪失日に係る記録を２年２月１日に訂

正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年８月１日から２年２月１日まで 

    私は、平成元年４月６日に、準社員としてＡ社Ｂ工場に入社し、２年

１月末に退職するまでＣ業務に従事していたが、元年８月１日に厚生年

金保険の被保険者資格を喪失しており、申立期間の被保険者記録が無い。

同年８月１日から、雇用形態は準社員から季節工に切り替わっていたが、

勤務場所、勤務形態及び業務内容に変更は無く、同社に継続して勤務し

ていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管している申立人に係る労働者名簿によると、申立人は、準

社員として平成元年４月６日に入社し、同年７月 31 日に退職となってお

り、申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格も同年８月１日に資格を

喪失していることが確認できる。 

   しかしながら、雇用保険の加入記録は、申立期間についてもＡ社にお

いて継続しているとともに、同社が保管している申立人に係る上記とは

別の労働者名簿には、申立人は期間従業員（季節工）として、平成元年

８月１日に入社し、期間満了となる２年１月 31 日まで勤務している旨の

記載が確認できる。 

   また、申立人が所持している申立期間に係る給与明細書には、厚生年



                      

  

金保険料が控除されていた旨の記載が確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間においてＡ社に継続

して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、当該期間の給与明細書の厚

生年金保険料控除額から、20 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としているが、仮に事業主から申立人に

係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格

の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても

社会保険事務所（当時）が当該届出を記録していないとは通常の事務処理

では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係

る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平

成元年８月から２年１月までの保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5744 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成５年１月１日から６年６月１日までの期間につい

て、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人

が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標準

報酬月額の記録を 12 万 6,000 円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月１日から８年３月 21 日まで 

    私は、平成元年４月１日から８年３月 20 日までＡ社において、Ｂ職

として勤務していた。 

    申立期間当時、月給は 20 万円前後であったが、年金の確認のお知ら

せを見て、申立期間の標準報酬月額が自身の給与額に見合っていないこ

とが分かった。また、平成５年１月から６年５月までの標準報酬月額が

遡って８万円に引き下げられているので調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成５年１月１日から６年６月１日までの期間につい

て、オンライン記録では、当初、申立人の５年１月から６年３月までの標

準報酬月額は 12 万 6,000 円と記録されていたところ、同年４月 26 日付け

で遡って８万円に引き下げられていることが確認できる上、申立人のほか

に 70 名以上の厚生年金保険被保険者についても、同様の標準報酬月額の

訂正処理が行われている。 

   また、滞納処分票により、当該期間において、Ａ社が厚生年金保険料を

滞納していたことが確認できる。 

   これらの事実を総合的に判断すると、平成６年４月 26 日付けで行われ

た訂正処理は事実に即したものとは考え難い上、社会保険事務所が標準報

酬月額の訂正処理を行う合理的な理由も無いことから、有効な記録訂正が

あったとは認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録

されている申立人の平成５年１月から６年５月までの標準報酬月額は、事



                      

  

業主が社会保険事務所に当初届け出た 12 万 6,000 円に訂正することが必

要と認められる。 

   なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の随時改定（平成６年６

月１日）で９万 2,000 円と記録されているところ、当該処理については遡

及訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険

事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

   一方、申立期間のうち、平成元年４月１日から５年１月１日までの期間

及び６年６月１日から８年３月 21 日までの期間について、オンライン記

録によると、当該期間に係る標準報酬月額は、申立人の主張する給与支給

額に基づく標準報酬月額と比較して低い額に記録されている。 

   しかし、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除

について確認できる資料が無く、当該期間においてＡ社に係る厚生年金保

険の被保険者記録が確認できる複数の同僚が所持する給与明細書によると、

オンライン記録における標準報酬月額を超える給与支給額であったことは

確認できるものの、控除されている厚生年金保険料はオンライン記録にお

ける標準報酬月額に基づく保険料であることが確認できる。 

   このほか、当該期間において、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5745 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成７年７月１日から同年８月１日までの期間につい

て、申立人の標準報酬月額に係る記録を 28 万円に訂正することが必要で

ある。 

   なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年７月１日から８年４月１日まで 

    ねんきん定期便を見たところ、申立期間の標準報酬月額が実際の給与

額よりも低い金額になっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる保険料額又は申立人の報酬月額のそれ

ぞれに基づく標準報酬月額の範囲内のいずれか低い方を認定することとな

る。 

   したがって、事業主が提出した賃金台帳で確認できる給与総支給額及び

保険料控除額から、平成７年７月の標準報酬月額を 28 万円に訂正するこ

とが必要である。 

   一方、平成７年８月及び同年９月の標準報酬月額については、賃金台帳

により、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料に見合う

標準報酬月額（38 万円）はオンライン記録により確認できる標準報酬月

額（26 万円）よりも高額であるものの、賃金台帳に記載された報酬月額

に見合う標準報酬月額（16 万円）はオンライン記録により確認できる標

準報酬月額（26 万円）より低額である。 



                      

  

   また、平成７年 10 月の標準報酬月額については、賃金台帳により、事

業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料に見合う標準報酬月

額（26 万円）はオンライン記録により確認できる標準報酬月額（20 万

円）より高額であるものの、賃金台帳に記載された報酬月額に見合う標準

報酬月額（20 万円）はオンライン記録により確認できる標準報酬月額

（20 万円）と同額である。 

   さらに、平成７年 11 月から８年３月までの標準報酬月額については、

賃金台帳により、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

に見合う標準報酬月額（20 万円）はオンライン記録により確認できる標

準報酬月額（20 万円）と一致している。 

   したがって、申立期間のうち平成７年８月から８年３月までの期間につ

いては、特例法による保険給付の対象に当たらないため、標準報酬月額に

係る記録を訂正する必要は認められない。 

   なお、事業主が、申立期間のうち、平成７年７月の厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、事業主は不明であると回答して

おり、このほかにこれを確認できる関連資料が無いことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5746 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 24 年３月 10 日から 25 年３月 21 日までの期間に

ついて、Ａ社（現在は、Ｆ社）Ｂ支店の事業主は、申立人が 24 年３月 10

日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、25 年３月 21 日に同資格を喪

失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められる

ことから、当該期間について厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 24 年３月及び同年４

月は 4,200 円、同年５月から 25 年２月までは 4,500 円とすることが妥当

である。 

   申立期間のうち、昭和 24 年２月 19 日から同年３月 10 日までの期間に

ついて、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社Ｂ支店における上記訂正後の資格取得

日に係る記録を同年２月 19 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を

4,200 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年２月 19 日から 25 年３月 21 日まで 

    私は、定年まで一貫してＡ社に勤務していた。昭和 24 年２月 19 日か

ら 25 年３月 21 日までは同社Ｃ工場内本社Ｄ部に勤務しており、一時期、

同社Ｃ工場内本社Ｄ部はＢ分室に移動していた。この期間の厚生年金保

険被保険者記録が欠落しているので調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 24 年３月 10 日から 25 年３月 21 日までの期間に

ついて、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を

確認したところ、申立人と同姓同名かつ同じ生年月日の者が、24 年３月



                      

  

10 日に被保険者資格を取得し、25 年３月 21 日に同資格を喪失しているこ

とが確認できる。 

   また、上記の被保険者名簿における厚生年金保険記号番号は、申立人の

Ａ社Ｅ工場及び同社Ｃ工場に係る記号番号と同一であることから、上記の

記録は、申立人の被保険者記録であると認められる。 

   これらの事実を総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 24 年３

月 10 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、25 年３月 21 日に同資格

を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人に係る上記被保険者

名簿及び厚生年金保険被保険者台帳より昭和 24 年３月及び同年４月は

4,200 円、同年５月から 25 年２月までは 4,500 円とすることが妥当であ

る。 

   申立期間のうち、昭和 24 年２月 19 日から同年３月 10 日までの期間に

ついて、Ｆ社から提出された申立人に係る異動辞令及び年金受給権者台帳

から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（同社Ｅ工場から同社Ｂ

支店に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、上記の異動辞令により、申立人が当該期間にＡ社Ｃ工場内本社Ｄ

部に勤務していたことが確認できるところ、同社Ｃ工場内本社Ｄ部は厚生

年金保険の適用事業所となっておらず、申立人の同社Ｃ工場内本社Ｄ部に

おける勤務期間のうちの一部期間が、同社Ｂ支店における被保険者期間と

なっていることから、同社Ｂ支店における資格取得日を昭和 24 年２月 19

日とすることが妥当である。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 24 年３月の社会保険事務所の記録から、4,200 円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が当該期間に係る申立人の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、Ｆ社は不明としており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5747 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本店における厚生年金保険被保険者資格

の取得日は、昭和 23 年 10 月１日であると認められることから、申立期間

に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間に係る標準報酬月額については、7,200 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23 年 10 月１日から同年 12 月１日まで 

    夫は、昭和 16 年にＡ社に入社し、後に派遣された会社を 62 年に退社

するまで継続して勤務していた。しかし、23 年 10 月にＡ社Ｃ鉱業所か

ら同社本店に単身赴任したときの厚生年金保険の被保険者記録が欠落し

ているので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の記録から、申立人が、申立期間において、Ａ社に継

続して勤務していたことが確認できる。 

   また、Ａ社本店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人

は、同社Ｃ鉱業所から同社本店への異動時において、昭和 23 年 10 月１日

付けで同社本店の厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認で

きる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、上記の被保険者名簿におけ

る申立期間の記録から、7,200 円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5748 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 43 年 12 月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

    私は、Ａ社から同社Ｃ事業所へ昭和 43 年 12 月１日に転勤し、継続し

て勤務していた。 

    しかし、オンライン記録では、Ａ社から同社Ｃ事業所へ転勤した昭和

43 年 11 月１日から同年 12 月１日までの期間が厚生年金保険被保険者

期間となっていないので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び申立人がＡ社から同社Ｃ事業所へ一緒に転勤し

たとする同僚の証言並びに当該同僚が所持する同社発行の給与明細書によ

り、申立人は申立期間において同社に継続して勤務（昭和 43 年 12 月１日

に、Ａ社から同社Ｃ事業所へ異動）し、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

43 年 10 月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



                      

  

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5749 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 41 年９月７日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万

3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年９月７日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 41 年９月７日からＡ社にＢ職として勤務していた。それ

にもかかわらず、同社での厚生年金保険被保険者資格の取得日が同年

12 月１日になっている。同年 10 月分及び同年 11 月分の給料支払明細

書を所持しており、厚生年金保険料が控除されていることが確認できる

ので、申立期間に厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自身がＡ社へ入社した経緯を詳細に記憶しており、同社への

入社時期については、「Ｃ社の退職日から約１週間後であった。」と述べ

ているところ、申立人のＣ社に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日は、

昭和 41 年８月 30 日であることが確認できる。 

   また、申立人はＡ社発行の昭和 41 年 10 月分及び同年 11 月分の給料支

払明細書を所持している。 

   これらのことから、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことが認め

られる。 

   また、上記の給料支払明細書には、厚生年金保険料が控除されているこ

とが確認できる。 

   さらに、申立人は、「Ａ社入社時に、同社から社会保険に加入するとい

う説明があった。」と供述しているところ、申立期間当時、同社に在職し、



                      

  

自身の勤務期間と厚生年金保険加入期間が一致しているとする従業員は、

「Ａ社には申立人と同じＢ職として勤務していたが、入社時から厚生年金

保険被保険者記録がある。また、入社時に同社から社会保険に加入すると

いう説明を受けた。」と証言している。 

   加えて、申立人は、Ａ社の入社から退職まで、正社員であり、仕事内容

に変更は無かった旨を述べている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額は、申立人の所持する給料支払明細書の

厚生年金保険料の控除額に見合う標準報酬月額である３万 3,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としており、このほかにこれを確認できる関連資料

及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5750 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は昭和 40 年

５月１日であったと認められ、かつ、事業主は、申立人が 41 年１月１日

に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったこと

が認められることから、申立人の同社に係る厚生年金保険被保険者資格の

取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 40 年５月から同年９

月までは２万 4,000 円、同年 10 月から同年 12 月までは３万 9,000 円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年５月１日から 41 年１月１日まで 

    夫は、昭和 32 年４月から平成３年１月までＡ社に勤務していた。し

かし、厚生年金保険の記録では、同社Ｂ支店から同社本社Ｃ部へ転勤し

た頃の被保険者記録が欠落しているのはおかしいので、調査の上、申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された労働者名簿により、申立人が申立期間において同社

に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

と同姓同名で同一生年月日かつ基礎年金番号に未統合の被保険者記録（昭

和 40 年４月１日に資格取得、41 年１月１日に資格喪失）が確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、上記被保険者記録は、申立人の記録であ

り、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は昭和 40

年５月１日であったと認められ、かつ、事業主は、申立人が 41 年１月１

日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認め



                      

  

られる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記の被保険者記録から、

昭和 40 年５月から同年９月までは２万 4,000 円、同年 10 月から同年 12

月までは３万 9,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5751 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 63 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を同年９月は

19 万円、同年 10 月は 20 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年９月１日から同年 11 月１日まで 

    私は、昭和 63 年９月１日から平成 22 年 11 月 30 日までＡ社に勤務し

ていたが、63 年９月１日から同年 11 月１日までの期間の厚生年金保険

の被保険者記録が無い。申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ａ社の人事記録及び申立人が所持する給与明細書

により、申立人が昭和 63 年９月１日から同社に継続して勤務し、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が所持する昭和 63

年９月及び同年 10 月の給与明細書から、同年９月は 19 万円、同年 10 月

は 20 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、「申立期間当時に申立人の資格取得に係る

手続ミスがあり、申立てどおりの届出はしておらず保険料の納付はしてい

ない。」と誤りを認めていることから、社会保険事務所（当時）は申立人

に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5752 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ事業所に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が昭

和 53 年４月１日、資格喪失日が 55 年８月１日、資格取得日が同日、資格

喪失日が同年８月 31 日とされ、当該期間のうち、同年８月１日から同年

８月 31 日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額

の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同事

業所における資格喪失日を同年９月１日とし、申立期間の標準報酬月額を

14 万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年８月１日から同年９月１日まで 

    昭和 55 年８月 31 日までＡ事業所で勤務していたが、申立期間が厚生

年金保険の被保険者期間となっていない。このことについて、同事業所

の事務担当者から「55 年８月が未加入になっているのは資格喪失日を

誤って提出したことによるものであるため第三者委員会へ申立てをして

ほしい。」と連絡があったので、申立期間について厚生年金保険被保険

者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ事業所に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が昭

和 53 年４月１日、資格喪失日が 55 年８月１日、資格取得日が同日、資格

喪失日が同年８月 31 日とされ、当該期間のうち、同年８月１日から同年

８月 31 日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額

の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されている。 



                      

  

   しかしながら、事業主から提出された人事記録及び事業所の回答から、

申立人は、昭和 55 年８月 31 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における

昭和 55 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、14 万 2,000 円とす

ることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

し誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても、納付してい

ないと回答していることから、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る昭和 55 年８月の保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5753 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｃ社）Ｂ支店

における厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 58 年９月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26 万円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年８月 31 日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 50 年４月にＡ社Ｂ支店に入社して以来、一貫して同社に

勤務していたにもかかわらず、転勤時期に当たる 58 年８月 31 日から同

年９月１日までの期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落している。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＣ社の回答から判断すると、申立人はＡ社に継

続して勤務し（昭和 58 年９月１日に同社Ｂ支店から同社Ｄ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 58 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から 26 万円とすること

が妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、事業

主は、Ａ社Ｂ支店に係る資格喪失日について、昭和 58 年９月１日として

届け出るべきであったところ、誤って同年８月 31 日として届け出たと考

えられるとしている上、事業主が資格喪失日を同年９月１日として届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年８月 31 日と誤って記録



                      

  

することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険

料についての納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5754 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年 11 月 27 日から 39 年４月 12 日まで 

    日本年金機構から脱退手当金の確認はがきが届いたので内容を確認し

たところ、Ａ社（現在は、Ｃ社）Ｂ事業所に勤務していた期間が脱退手

当金支給済みの記録となっていた。しかし、脱退手当金の手続をした覚

えも受け取った覚えも無いので、申立期間の記録を訂正してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の１つの事業

所に係る被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求

となっており、申立人が、２つの事業所に係る被保険者期間のうち、最初

の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

   また、申立人は、脱退手当金が支給決定されたこととなっている日から

約３か月後に別の事業所に再就職していることを踏まえると、その直前に

脱退手当金を請求するというのは不自然である。 

   さらに、Ｃ社から、会社は、従業員に代わって脱退手当金の請求手続を

行っていない旨の回答を得ている上、Ａ社Ｂ事業所に係る健康保険厚生年

金保険事業所別被保険者名簿の申立人が記載されているページとその前後

２ページに記載されている脱退手当金の受給資格を満たしている女性で、

申立人の資格喪失日の前後２年以内に資格喪失している者は申立人を含め

４名おり、うち３名について脱退手当金の支給記録が確認できるが、資格

喪失日から６か月以内に支給決定されている者は申立人のみであることか

ら、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5755 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 50 年８月 26 日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年８月 26 日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 50 年８月 26 日にＡ社に入社し、同社に継続して勤務して

いるが、厚生年金保険の資格取得日は同年９月１日と記録されており、

申立期間の被保険者記録が欠落している。申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された継続勤務証明書及び申立人が所持するＡ社における

辞令から、申立人は同社に昭和 50 年８月 26 日に入社したことが確認でき、

申立人が申立期間において同社に勤務していたことが認められる。 

   また、Ｂ社から、「申立人は昭和 50 年８月 26 日に正社員として入社し

た。当時の人事関係資料は保管していないが、給与支払日が 25 日で、賃

金締切日は月末であったことを考慮すると、同年９月の給与支払日におい

て同年８月における既往の労働に係る賃金と、同年９月分給与を支払う際

に、人事記録を基に同年８月の厚生年金保険料を控除していたと考えられ

る。」との回答を得ている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

50 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、９万 8,000 円とするこ



                      

  

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立人に係る雇用保険の資格取得日も厚生年金保険の

資格取得日の記録と一致していることから、申立てどおりの届出は行って

おらず保険料の納付は行っていないと回答していることから、申立人の申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5756 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｃ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 41 年 11 月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を、４万 2,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年 10 月 30 日から同年 11 月１日まで 

    私は、昭和 41 年９月１日にＡ社に入社し、46 年に同社の後継事業所

であるＢ社を退職するまでの期間について、継続して勤務していたにも

かかわらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落している。申

立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ社が保管する申立人に係る初任給算定票、退職者一覧、勤務記録カー

ド等から判断すると、申立人はＡ社及びＢ社に継続して勤務し（昭和 41

年 11 月１日にＡ社からＢ社に転籍）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

41 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

   一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、昭和 41 年 10 月 30 日まで適

用事業所としての記録があり、申立期間において適用事業所の記録が無い。

しかし、Ｃ社は、「Ａ社の解散時に雇用していた職員を、引き続きＢ社の

職員として雇用した。」と回答しているところ、同年 10 月 30 日にＡ社に

係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した 41 名が全てＢ社の厚生年金



                      

  

保険の新規適用日である同年 11 月１日に同社に係る被保険者資格を取得

していることが確認できることから、Ａ社は申立期間において、当時の厚

生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

   なお、事業主は、申立人の申立期間において適用事業所でありながら、

社会保険事務所に適用事業所に該当しなくなった旨の届出を行ったと認め

られることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5587 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年４月から４年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年４月から４年３月まで 

私は、20 歳以上の学生が国民年金の強制加入の対象とされた平成３年４

月頃に、私の両親が、実家のあるＡ町（当時）の役場で私の国民年金の加

入手続を行ってくれたことを記憶している。国民年金保険料については、

私の父親又は私が定期的に納付していたか、私が就職してからまとめて一

括して納付したはずであるにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その父親若しくは申立人

自身が定期的に納付していたか、申立人が就職してからまとめて一括して納

付したはずであると述べてはいるものの、保険料を納付した者、時期、場所

などについての記憶が曖昧である上、申立人の当該期間に係る保険料の納付

に関わった可能性のあるその父親は既に他界していることから、当該期間の

保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人は、20 歳以上の学生が国民年金の強制加入の対象とされた平

成３年４月頃に、その両親が、実家のあるＡ町の役場で申立人の国民年金の

加入手続を行ってくれたはずであると述べているが、申立人の国民年金手帳

記号番号は同年５月に、申立人が申立期間当時居住していたＢ区で払い出さ

れていることから、申立内容とは一致せず、申立人に対して、Ａ町で別の手

帳記号番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5588 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月から 61 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年４月から 61年 12月まで 

私は、昭和 58 年３月又は同年４月頃に、区役所から国民年金保険料が未

納である旨の通知が届いたので、区役所の窓口で国民年金の加入手続を行

った。その際、２年間遡って保険料を納付することができると説明を受け

たので、過去２年分の保険料と加入手続後の保険料を毎月、郵便局で一緒

に納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年３月又は同年４月頃に、区役所から国民年金保険料が

未納である旨の通知が届いたので、区役所の窓口で国民年金の加入手続を行

ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意

加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続が行

われたのは、平成元年１月から同年３月頃までの間であると推認できること

から、国民年金の加入手続時期についての申立人の主張と一致しない上、申

立人の手帳記号番号は、同年４月に払い出されていることが確認でき、申立

人は、申立期間から手帳記号番号の払出時期を通じて、継続して同一区内に

居住していたとしており、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続後、過去２年分の国民年金保険料及

び加入手続後の保険料を、毎月郵便局で一緒に納付していたと主張している

が、申立人の国民年金の加入手続が行われたと推認できる平成元年１月から

同年３月頃までの時点で、過年度納付により保険料を納付することが可能で

あった期間のうち、昭和 62 年１月から 63 年９月までの保険料は納付済みと



 

  

されていること、及び平成元年１月以降の保険料は納付済みとされているこ

とから、申立人が納付したのは、当該期間の保険料であったと考えるのが合

理的である。 

   さらに、申立人は、国民年金保険料の納付金額についての記憶が定かでは

ない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5589 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年５月から４年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年５月から４年３月まで 

私は、20 歳になった平成３年は学生であったが、父親が町役場で私の国

民年金の加入手続を行い、自宅に届いた納付書により、父親が私の国民年

金保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年＊月頃に、その父親が申立人の国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人は、国民年

金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の加入手続等

を行ったとするその父親は、加入手続等について憶
おぼ

えていないと述べるなど、

国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、オンライン記録によると、申立人は、平成 10 年６月に申立期間の国

民年金の被保険者資格を取得していることが確認でき、その時点まで、申立

期間は国民年金の未加入期間で国民年金保険料を納付することができない期

間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5590 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年 11 月、４年８月及び同年９月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成３年 11月 

② 平成４年８月及び同年９月 

私は、平成３年 11 月に会社を退職した後、同年同月に市役所の支所で厚

生年金保険から国民年金への切替手続を行った。その際に新しい年金手帳

をもらい、同支所の窓口で国民年金保険料を納付した。その後、４年８月

に再び会社を退職した際も、前回もらった年金手帳を持参し、同支所で厚

生年金保険から国民年金への切替手続を行い、同支所の窓口で保険料を納

付した。申立期間①及び②の保険料が未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立人は、会社を退職した都度、市役所の支

所で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、平成３年 11 月に新し

い年金手帳をもらい、国民年金保険料を同支所で納付していたと主張してい

るが、申立人の国民年金の被保険者資格は、12 年７月に３年 11 月まで遡っ

て取得していることがオンライン記録により確認でき、その時点まで、当該

期間は国民年金の未加入期間で、保険料を納付することができない期間であ

る。 

   また、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の被保険者資格取得日から昭和

61 年２月と推認でき、申立期間①及び②について、厚生年金保険から国民年

金への切替手続を行った形跡は無い上、当該加入手続時期から申立期間①及

び②を通じて同一市内に居住していた申立人に対して、別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 



 

  

   さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5591 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年４月から 10 年３月までの期間及び 11 年９月から 12 年５

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成５年４月から 10年３月まで 

② 平成 11年９月から 12年５月まで 

私は、平成５年４月頃、区役所で国民年金の加入手続を行い、自宅に振

込用紙のようなものが送付されてきたため、それを持参して銀行で国民年

金保険料を納付してきた。 

その後、転居の際には、国民年金の住所変更手続を市役所又は区役所で

行い、それまでと同様に銀行で国民年金保険料を納付してきた。 

私は、申立期間①の国民年金保険料が未納とされ、申立期間②が国民年

金に未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①当初、１万 3,000 円程度の国民年金保険料を毎月納

付しており、その後、延滞した保険料や毎月の保険料が高額で納付すること

ができなかったため、１万円ずつ分割して納付することができるように手続

を行い、分割してもらった納付書で納付していたとしている。しかし、国民

年金保険料は、制度上月額未満に分割して納付することはできない上、申立

人は、申立期間に複数の異なる市区町村に居住しているが、それぞれの自治

体において、前述の１万円ずつ分割した納付書を用いて納付していたと述べ

ているなど、申立内容が不自然であり、これだけの長期にわたる事務処理を

複数の行政機関が続けて誤るとも考えにくい。 

   また、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号

の被保険者の国民年金被保険者資格記録から、申立人の国民年金の加入手続

時期は、平成５年５月頃と推認でき、当該期間当時、申立人に対し、国民年



 

  

金保険料の納付書等は発行されていた可能性は否定できないものの、オンラ

イン記録等から、申立人が当該期間の保険料を納付していた形跡がうかがえ

ない上、当該期間直後には保険料の免除の申請を行っているなど、当該期間

の保険料を納付していたとは考えにくい。 

   さらに、申立期間②について、オンライン記録によると、平成 12 年５月及

び 13 年２月に、当該期間に係る国民年金の加入勧奨が社会保険事務所（当

時）でなされていることから、当該期間当時、当該期間に係る国民年金の加

入手続が行われていなかったものと考えられる上、オンライン記録同様、申

立人の所持する年金手帳にも、申立人が当該期間に係る国民年金の被保険者

資格を取得した形跡が無い。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、口頭意見陳述においても具体的な納付を

裏付ける新しい証言を得ることができなかった。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5592 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から 61年３月まで 

私は、昭和 60 年４月頃に、市役所で国民年金の加入手続を行った。年金

手帳については、加入手続の際に交付されたり、後日郵送されてきた記憶

は無い。加入手続後の国民年金保険料については、私が市役所でその場で

渡された用紙に記載をして納付していた。申立期間が未加入で保険料を納

付していなかったとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を市役

所で納付していたと主張しているが、申立人は、申立期間当時、年金手帳を

交付された記憶が無いと述べている上、保険料の納付時期及び納付金額等の

記憶が曖昧であることから、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不

明である。 

   また、申立人が厚生年金保険及び共済組合に加入していた記録はあるもの

の、申立人に対して、国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当

たらないことから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、国民年金保険

料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5593 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から 51年３月まで 

昭和 47 年１月に結婚したことを契機に、同年同月頃に、妻が、市役所で

私と妻の国民年金の加入手続を行い、毎月、市役所の窓口又は銀行で夫婦

二人分の国民年金保険料を納付書により一緒に納付していた。申立期間を

保険料の納付済期間として認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年１月頃に、その妻が、市役所で申立人の国民年金の加

入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の

番号の任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加

入手続が行われたのは、51 年４月頃であると推認できることから、国民年金

の加入手続時期についての申立人の主張と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 12 月に払い出されて

いることが確認でき、申立人は、継続して同一市内に居住しており、別の手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、その妻が、毎月、市役所の窓口又は銀行で申立人夫婦

二人分の国民年金保険料を納付書により一緒に納付していたと主張している

が、申立人が居住する市によると、同市において、納付書による保険料の納

付が始まったのは、昭和 50 年４月であることが確認できることから、その

妻が、申立期間当初の保険料を納付書により納付していたとは考え難い。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5594 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成９年４月から同年 10 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成９年４月から同年 10月まで 

私は、平成９年４月に会社を退職した。その際、退職後は国民年金に加

入するように言われたので、退職直後に国民年金の加入手続を行ったが、

しばらく国民年金保険料は納付していなかった。保険料の納付を促す通知

を見た父親から、「保険料の納付は国民の義務である。」と言われ、10 年

３月頃、保険料を遡ってまとめて納付したと思っていた。遡って納付した

金額は６万円か７万円ぐらいで、父親が出してくれた。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成９年４月に退職した直後、国民年金の加入手続を行ったが、

しばらく国民年金保険料を納付していなかったところ、そのことを知ったそ

の父親から、「保険料の納付は国民の義務である。」と言われ、納付するた

めの費用を出してもらい、10 年３月頃、それまでの未納分を遡ってまとめて

納付したと述べている。しかし、申立人の所持する年金手帳の国民年金の記

録欄の「被保険者となった日又は被保険者の種別等の変更があった日」の一

行目には『平成 11 年 11 月１日』と記載されており、この日は、申立人が二

度目に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日と合致していることから、

当該手帳からは、申立人が主張するように、９年４月の退職直後に国民年金

の加入手続を行ったと考えることは難しい。 

   また、オンライン記録においても、申立人の国民年金の被保険者期間のう

ち、申立期間を含む、平成９年４月 16 日から 10 年９月４日までの期間につ

いては、11 年 12 月に被保険者資格記録の追加が行われていることが確認で

き、この記録の追加が行われる時点までは、当該期間は国民年金の届出が行



 

  

われていない未加入の期間であったと考えられ、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付したとする 10 年３月頃の時点では、当該期間について保険

料の納付を促す通知や納付書が発行されることはなく、保険料を納付するこ

ともできない。 

   さらに、申立人は、平成 10 年３月頃に申立期間の国民年金保険料を遡って

まとめて納付するまでは、申立期間を含む９年４月から 10 年３月までの保

険料を未納にしていたが、その際まとめて納付した期間については、申立期

間のみであったのか、その時点での未納期間全てであったのか記憶は曖昧で

あると述べている上、納付額についても申立期間のみの保険料額は８万

9,600 円、申立期間を含む９年４月から 10 年３月までの保険料額は 15 万

3,600 円となり、申立人が納付したと記憶している６万円か７万円という金

額とはいずれも隔たりがある。 

   加えて、オンライン記録では、申立人は、平成 12 年１月４日に、９年 11

月から 10 年８月までの国民年金保険料を遡ってまとめて納付していること

が確認できる。これは、前述のとおり、11 年 12 月に９年４月から 10 年９月

までの国民年金の被保険者資格記録が追加されたことに伴い、その時点で時

効が到来していなかった、９年 11 月以降の保険料を納付するための納付書

が発行された結果、申立人が当該納付書により納付したと考えるのが自然で

ある。このことは、申立人が、遡ってまとめて保険料を納付したのは一度だ

けであると述べていることとも符合し、申立期間の保険料は、11 年 12 月時

点において、既に時効が到来していたため納付を求められることは無く、現

在、未納期間とされているものと考えられる。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5595 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月から 55 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から 55年６月まで 

私は、昭和 47 年１月に結婚したことを契機に、同年同月頃に、市役所で

私と夫の国民年金の加入手続を行い、毎月、市役所の窓口又は銀行で夫婦

二人分の国民年金保険料を納付書により一緒に納付していた。申立期間を

保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年１月頃に、市役所で国民年金の加入手続を行ったと主

張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保

険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続が行われたの

は、56 年２月頃であると推認できることから、国民年金の加入手続時期につ

いての申立人の主張と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 56 年５月に払い出されてお

り、申立人は、申立期間から手帳記号番号の払出時期を通じて、同一市内に

居住しており、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、毎月、市役所の窓口又は銀行で申立人夫婦二人分の国

民年金保険料を納付書により一緒に納付していたと主張しているが、申立人

の国民年金の被保険者資格取得時期は、昭和 55 年７月であることが、申立

人の特殊台帳及び被保険者名簿により確認できることから、申立期間は国民

年金の未加入期間で、保険料を納付することができない期間である上、申立

期間当時から申立人が居住する市によると、同市において、納付書による保

険料の納付が始まったのは、50 年４月であることが確認できることから、申

立人が申立期間当初の保険料を納付書により納付していたとは考え難い。 



 

  

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5596 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年４月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から平成３年３月まで 

私が、20 歳になった昭和 58 年頃、20 歳以上の国民全員が、年金制度に

加入することが義務付けられることとなったため、私は、国民年金の加入

手続を行わなかったが、役所から、国民年金保険料の納付書が送られてき

た。 

20 歳当時、私は、大学受験生であり、国民年金保険料を納付することは

できなかったが、昭和 60 年４月に大学に進学した後は、国民の義務である

と思い、自ら保険料の納付を開始した。 

毎年、国民年金保険料額が上昇していき、学生にとっては高額であった

ため、工面して保険料を納付していたことを記憶している。 

申立期間が、未加入とされ、国民年金保険料が未納となっていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を行わなかったにもかかわらず、20 歳にな

った昭和 58 年頃、国民年金保険料の納付書が送られてきたとしているが、

学生について、国民年金への加入が義務付けられ、強制加入とされたのは平

成３年４月からであり、その前の時期において、国民年金の加入手続を行っ

ていなかった申立人に、保険料の納付書が送付されていたとは考えにくい。 

   また、申立期間当時、申立人は大学生及び大学院生であり、制度上、平成

３年４月より前に国民年金に加入する場合は、任意加入することとなるが、

任意加入の場合、遡って国民年金に加入することができない。現に、申立人

の国民年金手帳記号番号の前後の番号の国民年金被保険者の被保険者資格記

録から、申立人は、申立期間直後の同年５月に、国民年金の加入手続を行っ



 

  

たと推認されることから、前述のとおり、遡って国民年金に加入することは

できず、当該期間の国民年金保険料を納付することもできなかったと考えら

れる。 

   さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、申立

人が 20 歳に達した時点から申立期間の終期までの間に、別の国民年金手帳

記号番号が払い出されていなければならないが、申立人は、当該期間に、年

金手帳を受け取ったことは無いとしていることに加え、20 歳に達する前から

申立人の国民年金の加入手続が行われた平成３年５月までの期間を通じて、

同一市内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されることは考えにく

く、その形跡も見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたと認めることは

できない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5597 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年４月から５年３月までの期間のうち数箇月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年４月から５年３月までの期間のうち数箇月 

私は、会社に就職した後の平成５年４月又は同年５月にＡ市役所で国民

年金についての説明を受けた際、２年間は遡って国民年金保険料を納付す

ることが可能であると聞いたので、その場で過去２年分の保険料の納付書

を発行してもらい、そのうちの数箇月分の保険料を同市役所で遡って納付

した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市役所で国民年金についての説明を受けた際、申立期間の国

民年金保険料の納付書を発行してもらい、そのうちの数箇月分の保険料を納

付したと主張しているが、遡って納付したとする期間の始期及び終期並びに

保険料の納付金額の記憶が曖昧であることから、保険料の納付状況が不明で

ある。 

   また、申立人は申立期間の国民年金保険料について、平成５年４月又は同

年５月にＡ市役所で納付したと主張しているが、申立人は同年５月７日にＡ

市へ住民票を異動していることが確認でき、申立人が所持する年金手帳に記

載された住所変更日及び国民年金の手続のために同市役所に行ったのは一度

だけであったとする申立人の主張から、申立人が主張する保険料の納付時期

は同年５月 12 日と推認でき、その時点で申立期間の保険料は過年度納付書

によらなければ納付することができないが、同市役所で過年度納付書により

納付することは不可能であったことから、申立内容と一致しない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5598 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年４月から同年８月までの期間及び同年 10 月から平成７

年２月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 61年４月から同年８月まで 

② 昭和 61年 10月から平成７年２月まで 

私は、昭和 55 年に転居した頃、市役所で国民年金保険料の免除の申請手

続を行った。その際に、書類に住所、氏名、生年月日を書き込み、押印し

たことを記憶している。その後も、毎年、市役所で保険料の免除の申請手

続を行っていた。免除に関する通知が届いていたと思うが、転居を繰り返

しているうちに紛失してしまった。申立期間①の前の期間及び申立期間②

の後の期間は申請免除が認められているにもかかわらず、申立期間①及び

②の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②について、毎年、市役所で国民年金保険料の

免除の申請手続を行っていたと主張しているが、免除の承認を受けるために

は、毎年定められた時期に免除の申請手続を行う必要があり、必ず結果通知

が届くことになっていたものの、申立人は、免除の申請を行った時期及び結

果通知についての記憶が曖昧であることから、保険料の免除の申請状況が不

明である。 

   また、申立人のオンライン記録によると、申立期間①の前の期間及び申立

期間②の後の期間は、免除の申請手続を行った日及び承認を受けた日などが

確認できるが、申立期間①及び②については、申請免除の手続を行った形跡

は見当たらない。 

   さらに、申立期間①及び②は合わせて 106 か月と長期間に及び、申立人は、

申立期間①及び②を通じて同一市内に居住しており、これだけの長期間にわ



 

  

たる事務処理を行政機関が続けて誤ることは考え難い。 

   加えて、口頭意見陳述においても、申立人が申立期間①及び②の国民年金

保険料の免除の申請手続を行っていたとの心証を得ることができなかった。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す

関連資料が無く、ほかに申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5599 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成７年４月から９年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成７年４月から９年３月まで 

私は、平成６年３月に会社を退職したことを契機に、国民年金の加入手

続を行った。加入手続後の国民年金保険料については、私の妻が、夫婦二

人分を一緒に納付していたが、私の納付書が送付されなくなったので、９

年４月頃に市役所へ問い合わせたところ、私が、海外へ転出したことによ

り、７年４月から国民年金に未加入となっていることを知った。妻は、私

の代理で保険料を納付することができると説明されたので、私の国民年金

の任意加入手続を行うとともに、申立期間の保険料を金融機関で遡ってま

とめて納付した。申立期間が未加入で、保険料を納付していないとされて

いることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成９年４月頃に、その妻が市役所に問い合わせた上で、申立

人の国民年金の任意加入手続を行い、妻が遡ってまとめて国民年金保険料を

納付したと主張しているが、同年同月に申立人の国民年金の任意加入手続が

行われ、同年同月に申立人及びその妻の平成９年度の保険料が前納されてい

ることが確認できるものの、申立人は申立期間の保険料の納付に直接関与し

ておらず、申立人の保険料を納付したとするその妻は、申立期間当時の保険

料の納付金額の記憶が曖昧であることから、保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、平成７年３月に住民登録を海外に異動していることが住

民票で確認できることから、申立期間は、国民年金の任意の未加入期間であ

り、国民年金保険料を遡って納付することができない期間である。 

   さらに、申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付したとする時期は、

平成９年１月の基礎年金番号の導入後の期間であり、基礎年金番号に基づき、



 

  

保険料収納事務の電算化が図られていた状況下において、申立期間の記録管

理が適切に行われていなかったとは考えにくい。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、預金通帳等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5600 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年８月から 45 年３月までの期間、61 年４月から同年６月

までの期間、62 年 10 月から 63 年３月までの期間、平成元年７月及び同年 12

月から４年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 42年８月から 45年３月まで 

② 昭和 61年４月から同年６月まで 

③ 昭和 62年 10月から 63年３月まで 

④ 平成元年７月 

⑤ 平成元年 12月から４年３月まで 

私は、昭和 42 年に会社を退職し、自営業を始めたことにより、同年頃、

区役所で国民年金の加入手続を行った。申立期間①の国民年金保険料につ

いては、私の仕事を手伝ってくれていた母親が、仕事の合間に納付してく

れていたはずである。 

申立期間②、③、④及び⑤の国民年金保険料については、経営していた

店の支払等と一緒に、私が夫婦二人分の保険料を金融機関で納付していた。

納付が遅れてしまったこともあったが、期限が過ぎないように気にしなが

ら保険料を納付していた。 

申立期間①、②、③、④及び⑤の国民年金保険料が未納とされているこ

とに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 42 年頃、国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料については、その母親が納付していたと主張しているが、申

立人は保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の保険料を納付していた

とするその母親は既に他界していることから、保険料の納付状況が不明であ

る。 



 

  

   また、申立人は、昭和 42 年頃、国民年金の加入手続を行ったと主張してい

るが、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、申立人の国民年金手帳

記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、45 年

３月と推認でき、その時点で申立期間①の一部は、時効により国民年金保険

料を納付することができない期間である上、申立人は、遡って保険料を納付

した記憶は無いと述べている。 

   さらに、申立期間②、③、④及び⑤の国民年金保険料について、申立人が

一緒に納付していたとするその妻の保険料も未納となっている。 

   加えて、申立期間は５回に及び、これだけの回数の事務処理を行政機関が

続けて誤ることは考えにくい。 

   その上、申立人が申立期間①、②、③、④及び⑤の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5601 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年３月から同年５月までの期間、53 年３月から同年 11 月

までの期間、54 年２月から同年７月までの期間、56 年 11 月から 57 年４月ま

での期間、同年 12 月から 58 年６月までの期間及び 63 年３月から同年９月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 49年３月から同年５月まで 

② 昭和 53年３月から同年 11月まで 

③ 昭和 54年２月から同年７月まで 

④ 昭和 56年 11月から 57年４月まで 

⑤ 昭和 57年 12月から 58年６月まで 

⑥ 昭和 63年３月から同年９月まで 

私は、会社を退職してすぐの昭和 49 年３月頃に、区役所で国民年金の加

入手続及び国民健康保険の加入手続を一緒に行った。国民年金保険料につ

いては、口座振替により、毎月納付していたと思う。その後、申立期間②、

③、④、⑤及び⑥当時には、会社を退職してすぐに、私が、区役所で厚生

年金保険から国民年金への切替手続及び国民健康保険の加入手続を行い、

口座振替により保険料を毎月納付していたはずである。申立期間①、②、

③、④、⑤及び⑥が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職してすぐの昭和 49 年３月頃に、区役所で国民年金の

加入手続を行い、申立期間②、③、④、⑤及び⑥当時には、会社を退職して

すぐに、区役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行ったと主張し

ているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者

の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続は、平成元年 11

月頃に行われたものと推認できることから、国民年金の加入手続時期につい



 

  

ての申立人の主張と一致しない上、申立人の手帳記号番号は、同年９月頃に

払い出されていることが確認でき、申立人は、継続して同一区内に居住して

おり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

   また、申立人が所持している年金手帳及び申立人の国民年金被保険者名簿

では、申立人の国民年金の被保険者資格取得時期は、平成元年３月とされて

いる上、オンライン記録でも、申立人が、申立期間①、②、③、④、⑤及び

⑥当時、国民年金に加入していた形跡は見当たらないことから、当該期間は、

国民年金の未加入期間で、国民年金保険料を納付することができない期間で

ある。 

   さらに、申立人は、口座振替により申立期間①、②、③、④、⑤及び⑥の

国民年金保険料を毎月納付していたと思うと主張しているが、申立人は、保

険料の納付金額についての記憶が定かではない上、申立人の国民年金被保険

者名簿では、申立人は、平成９年８月から、口座振替により保険料を納付し

ていることが確認できることから、申立人が当該期間の保険料を口座振替に

より納付していたとは考え難い。 

   加えて、申立人が申立期間①、②、③、④、⑤及び⑥の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに

当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5602 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成７年６月から８年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成７年６月から８年３月まで 

私は、平成７年の秋又は冬頃に、８年４月から正職員として就職するこ

とが決定した。就職するに当たり、国民年金保険料を全て納付しておくよ

うに指導されたので、年金手帳を持参し、区役所で厚生年金保険から国民

年金への切替手続を行ったと思う。 

申立期間の国民年金保険料については、平成８年４月の就職後、時期は

分からないが、通勤途中に金融機関で納付書により一括して納付したと思

う。 

申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成７年の秋又は冬頃に、年金手帳を持参して区役所で厚生年

金保険から国民年金への切替手続を行ったと主張しているが、申立人が持参

したとする年金手帳には、申立人が４年 11 月に国民年金の被保険者資格を

喪失した旨の記載はあるものの、７年秋又は冬頃に国民年金の被保険者資格

を取得した旨の記載は無い上、オンライン記録でも、申立人が申立期間当時

国民年金に加入していた形跡は見当たらないことから、申立期間は国民年金

の未加入期間で、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、平成８年４月の就

職後、通勤途中に金融機関で納付書により一括して納付したと思うと主張し

ているが、保険料の納付時期、納付場所及び納付金額についての記憶が定か

ではないことから、申立期間の保険料の納付状況は不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し



 

  

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5603 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年 12 月から 52 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 50年 12月から 52年９月まで 

私の夫は、昭和 50 年 12 月に、区役所で私達夫婦の国民年金の加入手続

を行った。加入手続後の国民年金保険料については、私の夫が、夫婦二人

分を一緒に集金人に納付していたはずである。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その夫が夫婦二人分を一

緒に集金人に納付していたと主張しているが、申立人は、保険料の納付に直

接関与しておらず、申立人の保険料を納付していたとするその夫は、保険料

の納付金額及び申立期間中に行っている自身の免除の申請手続についての記

憶が曖昧であることから、保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人と一緒に国民年金保険料を納付していたとするその夫につい

ても、申立期間のうち大半の期間の保険料が未納となっていることから、申

立内容と一致しない。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年３月に夫婦連番で払

い出されていることが確認できるものの、申立人の国民年金被保険者名簿及

びオンライン記録では、当該手帳記号番号により国民年金保険料を納付して

いた形跡は見当たらない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、預金通帳等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5604 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年４月から平成４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から平成４年３月まで 

私は、昭和 60 年４月頃、勤務先を退職後、区役所で厚生年金保険から国

民年金への切替手続を行った。 

国民年金保険料は、私が、区役所又は郵便局で納付書に現金を添えて毎

月又は２、３か月ごとにまとめて定期的に納付していた。納付期限が過ぎ

て督促のはがきが数回きたこともあり、その場合も納付していた。自分で

納付することができなかったときには、母親が区役所で納付してくれてい

た。 

私は、申立期間の国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、申立

期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 60 年４月頃、勤務先を退職後、区役所で厚生年金保険から

国民年金への切替手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付していたと

述べているが、当該期間当時の保険料月額は、6,740 円から 9,000 円であっ

たところ、申立人が当該期間に納付したとする保険料月額は、１万 3,000 円

ぐらいであったと思うと述べているように、保険料額についての記憶が曖昧

であるなど、当該期間当時の保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人は、昭和 60 年４月頃の厚生年金保険から国民年金への切替手

続後から、申立期間の国民年金保険料を定期的に納付していたと述べている

が、申立人が当該期間当時居住していた区の国民年金被保険者名簿において、

申立人に対し、昭和 60 年度の保険料の賦課がなされていなかったことが確

認できることから、少なくとも同年度中には国民年金への切替手続がなされ

ていなかったと推認される上、同年度中に切替手続が行われなかった以上、



 

  

同年度の保険料を、その年度に納付することも不可能であったと考えられる

ことから、昭和 60 年４月頃、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行

い、定期的に納付していたとする申立内容と一致しない。 

   さらに、申立期間は 84 か月に及び、同一の行政機関がこれだけ長期間にわ

たる事務処理を続けて誤るとは考えにくい。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5605（事案 4478の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年４月から 52 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 52年９月まで 

私は、前回の申立てを行った後、社会保険労務士が行っていた年金に関

する相談会で相談したところ、申立期間当時の国民年金の加入手続及び国

民年金保険料の納付についての記憶がよみがえった。 

私は、昭和 51 年３月頃に、区役所で転入届を提出した際に、国民年金に

ついて、説明されたため、国民年金の加入手続を行った。その後は、私が、

３か月ごとに区役所の出張所で納付書により 4,000 円から 5,000 円ぐらい

の国民年金保険料を納付していたと思う。 

申立期間が未加入とされていることに納得できないので、再申立てを行

う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当初の申立てにおいて、昭和 51 年４月に引っ越した際には、国

民年金の加入手続を行った記憶は無いが、しばらくして国民年金保険料の納

付書が送られてきたので、区役所の支所で保険料を納付したと主張している

が、ⅰ）国民年金の加入手続を行っていないにもかかわらず、保険料の納付

書が送付されることは考え難い上、申立人は、申立期間の保険料の納付時期、

納付金額等についての記憶が無いとしていることから、申立期間当時の保険

料の納付状況は不明であること、ⅱ）申立人の国民年金手帳記号番号は、55

年６月に払い出されており、申立人が申立期間当時居住していた区において、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡は見当たらな

いこと、ⅲ）申立人が所持する年金手帳及びオンライン記録では、申立人の

国民年金の被保険者資格取得時期は、同年４月とされていることから、申立

期間は国民年金の未加入期間で、保険料を納付することができない期間であ



 

  

ることなどから、申立人が申立期間の保険料を納付していたものと認めるこ

とはできないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年 10 月 14 日付

け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回の申立てについて、申立人は、新たな資料を提示したわけではないが、

昭和 51 年３月頃に、区役所で転入届を提出した際に、国民年金について、

説明されたため、国民年金の加入手続を行い、その後は、３か月ごとに区役

所の出張所で納付書により国民年金保険料を納付していたと思うので、申立

期間が未加入とされていることに納得できないとの理由で、再申立てを行っ

たとしている。 

   このことについて、当委員会においては、申立人に対し昭和 55 年６月に払

い出されている国民年金手帳記号番号とは別に、申立期間に係る手帳記号番

号が払い出されていなかったか、再度調査を行ったが、申立人に別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡は見当たらなかった上、

口頭意見陳述を実施した結果においても、申立人が申立期間の国民年金保険

料を納付していたとの心証を得ることはできなかった。 

   したがって、今回の申立ては当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情とは認められず、そのほかに委員会の決定を変更すべき新たな事情も見当

たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5606 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から 60年３月まで 

私は、国民年金の加入手続を行った時期は憶
おぼ

えていないが、年金手帳の

「初めて被保険者となった日」の欄に昭和 53 年４月１日と書いてあるから、

そのときに国民年金の加入手続を行ったと思う。 

国民年金の加入手続を行った後は、定期的に、国民年金保険料を納付し

ていた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を行った時期及び国民年金保険料の納付を

開始した時期を記憶しておらず、年金手帳に、国民年金の「初めて被保険者

となった日」の欄に昭和 53 年４月１日の日付が書かれているため、申立期

間の保険料を納付しているはずであるとしているが、国民年金の被保険者資

格取得日は、加入手続時期及び保険料納付の始期を特定するものではなく、

実際には、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者

の被保険者資格取得日から、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、

60年 10月から同年 11月までの間であると推認される。 

   また、昭和 60 年 10 月又は同年 11 月の時点において、申立期間の大半の国

民年金保険料は、時効により納付することはできず、申立人が、当該期間の

保険料を納付するためには、別の手帳記号番号が払い出されていなければな

らないが、申立人は、今までに受け取ったことがある年金手帳は１冊である

としていることに加え、20 歳に達するより前から、手帳記号番号が払い出さ

れた時期までの期間を通じて、同一区内に居住しているため、別の手帳記号

番号が払い出されるとは考えにくく、その形跡も見当たらない。 



 

  

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5607 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年４月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から 54年３月まで 

私は、学校を卒業してから２、３年後の昭和 55 年又は 56 年頃、母親か

ら国民年金の加入を勧められたので、区役所で国民年金の加入手続を行っ

た。その際、窓口の女性から、学校を卒業した年まで遡って国民年金保険

料を納付できると言われたので、保険料を分割納付できる納付書を送付し

てもらい、後日、数回に分けて郵便局で納付していた。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 55 年又は 56 年頃、区役所で国民年金の加入手続を行い、

後日、国民年金保険料を数回に分けて郵便局で納付していたと主張している

が、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、申立人の国民年金手帳記

号番号の前後の番号の任意加入被保険者の被保険者資格取得日から同年５月

頃と推認でき、申立期間は時効により保険料を納付することができず、当該

加入手続時点で遡って保険料を納付することができる申立期間直後の期間の

保険料を、過年度納付したと考えるのが合理的である。 

   また、申立期間から国民年金の加入手続時期を通じて同一区内に居住して

いた申立人に、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5608 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 39年４月から 40年３月まで 

昭和 39 年３月頃、私の父親が私の国民年金の加入手続を行った。手続を

行った場所は区役所だと思うが定かではない。現在所持している年金手帳

はその際発行されたものだと思う。 

申立期間の国民年金保険料については、父親が亡くなっているため詳細

は不明だが、家族の中で私の保険料のみ納付していたはずである。年金手

帳及びねんきん特別便で資格取得日は昭和 39 年４月１日とされている。保

険料を納付したからこそ、この日付が書かれたはずであると思うので、申

立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 39 年３月頃、申立人の父親が国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付していたと述べているが、申立人の国民年金の加入手

続時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前の番号が付与された任意加入

被保険者の資格取得日及び後の番号が付与された 20 歳到達時に資格取得し

ている強制加入被保険者の納付開始日から、平成４年８月から同年 10 月頃

と推認されることに加え、申立期間の保険料を納付するためには、申立人に

別の手帳記号番号が払い出されることが必要だが、別の手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も無いことから、

申立内容とは一致しない。 

   また、申立人は、その所持する年金手帳において、国民年金の「初めて被

保険者となった日」が「昭和 39 年４月１日」と記載されていることが、同

年同月同日に国民年金に加入し、国民年金保険料の納付を開始したことの証

左であると考えていることから、申立期間の保険料が未納とされていること



 

  

は納得がいかないと述べている。しかし、国民年金の資格取得日は、加入手

続の時期にかかわらず、原則として強制加入期間の初日まで遡ることとされ

ていることから、加入手続の時期及び保険料の納付の開始時期を特定するも

のではない。しかも、申立人の所持している手帳の色はオレンジ色であり、

当該様式の年金手帳の使用が開始されたのは、49 年 11 月以降である上、申

立人には別の手帳が交付された記憶も無い。 

   さらに、申立人は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に非関与

であり、申立人の国民年金の加入手続及び申立期間の保険料を納付したとさ

れるその父親は、既に他界しており、当該期間当時の保険料の納付状況が不

明であることに加え、当該期間当時、同居していた家族の中には、厚生年金

保険に加入している者以外に国民年金の加入対象者でありながら未加入であ

る者もおり、その父親が申立人のみ国民年金に加入させ保険料を納付してい

たとは考えにくい。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5609 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年 12 月から 55 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 52年 12月から 55年８月まで 

私は、会社を退職した数箇月後の昭和 53 年４月に、自宅近くの市役所の

出張所で国民年金の加入手続を行った。加入手続を行った際に、職員から、

「未納となっている国民年金保険料をまとめて納付できる。」と言われ、

52 年 12 月から 53 年４月までの保険料１万円ぐらいを遡って納付した。同

年５月以降の保険料は、毎月 4,000 円ぐらいを同出張所の窓口で納付して

いたにもかかわらず、申立期間が未加入で保険料が未納とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 53 年４月に、国民年金の加入手続を行い、遡ってまとめて

国民年金保険料を納付したと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番

号は、55 年 11 月に払い出されていることが確認でき、申立人に別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない上、申立

人が所持する年金手帳では、同年９月 18 日に任意で国民年金に加入してい

ることが確認でき、申立人は、当該手帳以外に年金手帳を所持した記憶は無

いと述べている。 

   また、申立期間は国民年金の任意の未加入期間で、国民年金保険料を遡っ

て納付することができない期間であることから、申立内容と一致しない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5610 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 58年４月から 61年３月まで 

私は、昭和 58 年３月に会社を退職し、同年６月の結婚後、夫と相談の上、

将来のために区役所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付

していた。その後、転居したときも、転居先の区の区役所で国民年金の手

続を行い、保険料を納付し続けていた。私は、退職した会社から退職金も

受け取り、申立期間の保険料を納付する資力も十分あったにもかかわらず、

当該期間が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年６月の結婚後、当初居住していた区の区役所で、国民

年金の加入手続を行ったと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、

その後の転居先の区の区役所で払い出され、同番号の前後の番号の国民年金

被保険者の加入状況等から、申立人の加入手続は、61 年３月から同年７月ま

での間に行われたと推認されるなど、申立内容と一致しない。 

   また、申立人は、その夫と相談の上、国民年金の加入手続を行い、その後、

転居したときも住所変更手続を行うなどして、申立期間の国民年金保険料を

納付していたと主張している。しかし、当該期間のうち、昭和 58 年６月か

ら 61 年３月までの期間は、申立人は、被用者年金制度の被保険者の妻で、

国民年金に加入するには、制度上任意加入することになるが、申立人の所持

する年金手帳によると、申立人が初めて国民年金の被保険者となった日は、

61 年４月と記載され、オンライン記録でも、同年同月前に国民年金の被保険

者資格を取得した記録は確認できないことから、当該期間は未加入期間で、

保険料を納付することができない期間であることに加え、申立人の国民年金

の加入手続が行われた 61 年３月から同年７月までの時点においては、申立



 

  

期間のうち、58 年４月及び同年５月は、時効により保険料を納付することが

できない期間である。以上のことから、申立人が、これらの期間の保険料を

納付するには、別の国民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、

その形跡は見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5611 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年１月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 62年１月から平成元年３月まで 

時期や場所は不明であるが、申立期間当時に、母親が、私の国民年金の

加入手続を行ってくれたはずである。 

その後、母親が、金融機関で申立期間の国民年金保険料を納付していた

はずである。 

申立期間が未加入期間とされ、国民年金保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時に、その母親が、申立人の国民年金の加入手続を

行い、申立期間の国民年金保険料を納付していたはずであると主張している

が、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与してお

らず、申立人の国民年金の加入手続等を行ったとするその母親は、申立人の

国民年金の加入手続及び保険料の納付についての記憶が無いことから、申立

期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況は不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の

被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、平

成２年４月から同年６月頃までの間であると推認できることから、国民年金

の加入手続時期についての申立人の主張と一致しない。 

   さらに、申立人の国民年金の被保険者資格取得時期は平成２年５月である

ことが、申立人が所持する年金手帳により確認できる上、オンライン記録で

も、申立人が申立期間当時国民年金に加入していた形跡は見当たらないこと

から、申立期間は国民年金の未加入期間で、国民年金保険料を納付すること

ができない期間である。 



 

  

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5612（事案 3296の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年２月から 49 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 39年２月から 49年１月まで 

私は、昭和 39 年２月に転職した際に、区役所で国民年金の加入手続を行

った。その際に、茶色の国民年金手帳を受け取った。その後、いつ頃かは

憶
おぼ

えていないが、もう１冊茶色の手帳を受け取った。オレンジ色の年金手

帳に切り替えた際に、この２冊の茶色の手帳を区役所に提出して返却され

なかった。 

国民年金保険料については、加入当初から毎月、郵便局又は区役所へ行

き、納付書で納付していたにもかかわらず、申立期間が未加入で保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 39 年２月に転職した際に、区役所で国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料については、加入当初から毎月区役所へ行き、納付書

で納付していたと主張していたが、ⅰ）申立人は、申立期間当時の保険料の

納付方法、納付金額等の記憶が曖昧であることから保険料の納付状況が不明

であること、ⅱ）申立人の国民年金手帳記号番号は、57 年 12 月に払い出さ

れていることが確認でき、申立人の国民年金の被保険者資格取得日は同年 11

月１日とされていることから、申立期間は国民年金の未加入期間で、保険料

を納付することができない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる形跡も見当たらないことなどから、申立人が申立期間

の保険料を納付していたものと認めることはできないとして、既に当委員会

の決定に基づく平成 22 年２月 10 日付け年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。 

   今回の申立てにおいて、申立人は、国民年金の加入手続を行った際に受け



 

  

取った茶色の国民年金手帳のほかに、もう１冊茶色の手帳を受け取ったと主

張していることから、昭和 57 年 12 月に払い出されている申立人の国民年金

手帳記号番号のほかに、申立人が申立期間当時居住していたとする区におい

て、手帳記号番号が払い出されていなかったか、再度調査を行ったが、申立

人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡は見当た

らなかった。 

   また、申立人は、国民年金の加入当初から毎月、郵便局又は区役所で国民

年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人が申立期間当時居住し

ていたとする区において、納付書により保険料を納付することができるよう

になったのは、昭和 43 年以降であることが資料により確認できることから、

申立人が、申立期間当初の保険料を納付書により納付していたとは考え難い。 

   したがって、今回の申立ては当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情とは認められず、そのほかに当委員会の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していた

ものと認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5613 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から 61年３月まで 

私は、国民年金の加入手続の時期は定かではないが、私の母親から私の

将来のために、国民年金保険料を納付していたと聞いていた。ねんきん特

別便の国民年金の被保険者資格取得日欄に、昭和 49 年４月と記載されてい

るから、そのときに母親が、国民年金の加入手続を行い、その時点からの

保険料を納付してくれていたと思う。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に

ついて、申立人自身は直接関与しておらず、国民年金の加入手続等を行った

とするその母親からの証言も得られないことから、当該期間当時の国民年金

の加入状況は不明である。 

   また、申立人は、ねんきん特別便の国民年金の被保険者資格取得日欄に、

昭和 49 年４月と記載されていることから、そのときに、その母親が、国民

年金の加入手続を行い、その時点からの保険料を納付してくれていたと思う

と述べているが、申立人が居住している区の国民年金被保険者名簿では、申

立人は、62 年３月に国民年金の加入手続を行ったこととされており、申立人

が主張する国民年金の加入手続時期と一致しない上、同被保険者資格取得日

は、国民年金の加入手続時期に関係無く、強制加入期間の初日まで遡って記

載されることから、国民年金の加入手続時期及び保険料の納付の始期を特定

するものではない。 

   さらに、昭和 62 年３月時点で申立期間の大半の国民年金保険料は時効によ

り納付することができず、申立人が、当該期間の保険料を納付するためには、



 

  

別の国民年金手帳記号番号が払い出される必要があるが、申立人は、申立期

間から手帳記号番号が払い出された時期を通じて同一区内に居住しており、

別の手帳記号番号が払い出されるとは考えにくく、その形跡も見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5757 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成５年５月１日から 10 年８月 28 日までの期間につ

いて、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   申立期間のうち、平成 10 年９月１日から 20 年５月１日までの期間につ

いて、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年５月１日から６年７月１日まで 

             ② 平成６年７月１日から８年 10 月１日まで 

             ③ 平成８年 10 月１日から９年 10 月１日まで 

             ④ 平成９年 10 月１日から 10 年８月 28 日まで 

             ⑤ 平成 10 年９月１日から 11 年９月 24 日まで 

             ⑥ 平成 11 年９月 24 日から 20 年５月１日まで 

    申立期間①のＡ社、申立期間②のＢ社、申立期間③のＡ社、申立期間

④のＣ社、申立期間⑤のＤ社及び申立期間⑥のＥ社で登録されている私

の厚生年金保険に係る標準報酬月額の金額と実際に支給されていた給与

額（34 万円から 38 万円ぐらい）が著しく相違しているので、第三者委

員会に調査して訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの

根拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収

権が時効により消滅した期間のうち、申立日において保険料徴収権が時効

により消滅していた期間については、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という）を、その

他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働省の見

解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、その



                      

  

期間に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することと

している。 

   申立期間のうち、平成５年５月１日から 10 年８月 28 日までの期間及び

同年９月１日から 18 年 11 月１日までの期間については、本件申立日にお

いて保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるから、厚生年金特

例法を、同年 11 月１日から 20 年５月１日までの期間については、本件申

立日において保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから、

厚生年金保険法を適用する。 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、申立期間①から④までについて、申立人名義の預金口座から確認でき

る給与振込額に見合う標準報酬月額は、申立期間①のＡ社、申立期間②の

Ｂ社、申立期間③のＡ社及び申立期間④のＣ社における標準報酬月額の記

録をおおむね上回っている。 

   しかし、申立てに係る事業所であるＡ社、Ｂ社及びＣ社の厚生年金保険

手続を行っていた社会保険労務士が保管している申立人の当該期間におけ

る健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書を確認したところ、

オンライン記録どおりの届出がされたことが確認できる。 

   また、Ａ社、Ｂ社及びＣ社の事業主は、当該期間における申立人に係る

関係書類を保管しておらず、申立人が所持しているＢ社における給与明細

書について検証したところ、オンライン記録に見合う厚生年金保険料が給

与から控除されていたことが確認できる。 

   このほか、申立期間①から④までにおいて、申立人が主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料の控除をうかがえる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①から④までについて、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

   申立期間⑤及び申立期間⑥のうち平成 11 年９月 24 日から 18 年 11 月１

日までの期間について、申立人が所持している給与明細書（平成 10 年 12

月分及び 15 年 10 月分から 18 年 10 月分まで）及び申立人が所持している

源泉徴収票（平成 15 年分、17 年分及び 18 年分）に記載されている保険

料控除額に見合う標準報酬月額は、それぞれの期間におけるＤ社又はＥ社

に係る標準報酬月額の記録をおおむね上回っていることが確認できる。 

   しかし、上記の給与明細書には、平成 10 年 12 月分を除き、事業所名が

記載されておらず、同年 12 月分についてもＤ社ではなくＣ社の名称が記

載されている上、上記の源泉徴収票に記載されている事業所名はＡ社とな

っている。 



                      

  

   また、申立人は、申立てに係るＤ社及びＥ社に係る雇用保険の被保険者

記録も無く、当該期間はＡ社又はＣ社において雇用保険に加入している。 

   さらに、Ａ社及びグループ会社であるＢ社又はＣ社が厚生年金保険の適

用事業所ではなくなった日である平成 10 年８月 28 日にいずれかの事業所

において被保険者資格を喪失しているほぼ全ての同僚に照会したところ、

同年８月 28 日以降の社会保険に係る取扱いについて、複数の同僚から、

「自ら国民年金への加入手続を行うか、又は事業主負担分も合わせた厚生

年金保険料を自ら負担し、別事業所で厚生年金保険へ加入するかの選択に

なる旨の説明があった。」との証言があった。 

   加えて、Ｄ社からは回答が得られず不明であるが、Ａ社は、「申立人は

当社の従業員であり、Ｄ社には勤務していなかった。Ｄ社と当社は資本関

係も取引関係も無い別会社であり、一部の従業員については、Ｄ社におい

て厚生年金保険の被保険者記録があるが、Ａ社が適用事業所となっていな

かったために依頼して加入させてもらっていただけである。」と回答して

おり、また、Ｅ社は、「申立人は当社の従業員ではなく、使用関係は無か

った。」と回答しており、これらのことから、申立人はＤ社及びＥ社との

間に使用関係は無く、Ｄ社及びＥ社においては被保険者とならない者であ

ったと認められる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間⑤及び申立期間⑥のうち平成 11 年９月 24 日から 18 年 11 月１日

までの期間について、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の

訂正を認めることはできない。 

   なお、Ａ社の事業主は、社会保険に係る取扱いについて、「社内報を掲

示して、従業員に対して国民年金に加入するか、保険料を全額自己負担し

て別事業所において厚生年金保険に加入するかを選択するように通知した。

申立人は、保険料を全額自己負担し、別事業所で厚生年金保険へ加入する

旨を承知していた。また、別事業所において厚生年金保険に加入した従業

員のために、健康保険厚生年金保険料額表を掲示しており、申立人がその

資料を作成していた。」と回答している。 

   また、申立人は、「事業所が自身を除いた従業員に対して国民年金へ加

入するように説明をしたことは知っているが、自らはそれまでと変わらず

厚生年金保険に加入できることとなっており、事業主負担分も合わせた厚

生年金保険料を負担することは承知していない。」と主張しているが、Ａ

社、Ｂ社及びＣ社における従業員に対する厚生年金保険の取扱いの変更に

係る周知方法について、Ａ社及びＣ社の事業主は、「社内報を掲示し

た。」と回答しており、同僚からも事業主の回答と同様の証言もあること

から、申立人は保険料が全額自己負担であったことを承知していたものと

考えられるところ、厚生年金特例法第１条第１項ただし書きでは、特例対



                      

  

象者（申立人）は、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行し

ていないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合につい

ては、記録訂正の対象とすることはできない旨規定されている。 

   一方、申立期間⑥のうち、平成 18 年 11 月１日から 20 年５月１日まで

の期間について、申立人が所持している事業所名の記載の無い当該期間に

係る給与明細書によると、当該期間の標準報酬月額の決定又は改定の基礎

となる 18 年４月から同年６月までの期間、19 年４月から同年６月までの

期間、及び 20 年１月から同年３月までの期間において、申立人の主張す

る報酬月額が事業主により支払われていることが確認できる。 

   しかし、申立人は当該期間においてＥ社における被保険者記録が確認で

きるところ、同社の事業主は、当該給与明細書は同社の給与明細書ではな

い旨を述べている上、上述のとおり、申立人と同社の間には使用関係は無

かったことから、申立人は同社において被保険者とならない者であったと

認められる。 

   したがって、申立期間⑥のうち、平成 18 年 11 月１日から 20 年５月１

日までの期間について、申立人の標準報酬月額に係る記録の訂正を行う必

要は認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5758 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年 11 月から 62 年 11 月１日まで 

    私は、昭和 61 年 11 月からＡ社に勤務していたが、厚生年金保険被保

険者記録が、62 年 11 月１日からとなっているのはおかしい。調査の上、

申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に勤務していた同僚の証言により、申立人が申立期間当時から、同

社に在籍していたことは推認できる。 

   しかし、健康保険の被保険者資格の取得に係るオンライン記録から、申

立人は、昭和 62 年 11 月１日に同資格を取得し、併せて申立人の子及び母

について同日に被扶養者の認定が行われ、これらの処理及び被保険者証の

交付が同年 11 月 18 日に行われていることが確認できる。 

   また、申立人から同時期にＡ社に入社したとして名前の挙がった複数の

同僚に照会したところ、同僚についても自身が記憶する入社時期には厚生

年金保険被保険者資格を取得しておらず、入社から数箇月経過後に同資格

を取得していることが認められることから、同社では当時、従業員の入社

と同時に厚生年金保険の被保険者資格の取得の手続を行っていなかったこ

とがうかがえる。 

   さらに、Ａ社は既に適用事業所ではなくなっており、元事業主は、申立

人の社会保険加入の取扱いについて不明である旨を回答している上、当時

の事務担当者からも証言を得ることができなかった。 

   加えて、Ａ社に申立期間当時に在籍していた上記同僚以外にも当時の同

社の社会保険の加入について照会したが、同社が従業員の入社と同時に加

入手続を行っていたことがうかがえる証言を得ることはできなかった。 



                      

  

   このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与台帳、給与明細書及び所得税

源泉徴収票等の資料は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5759 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年６月 16 日から同年７月１日まで 

             ② 昭和 35 年１月 20 日から同年５月 16 日まで 

             ③ 昭和 37 年８月 13 日から同年９月１日まで 

             ④ 昭和 38 年 10 月 11 日から同年 11 月１日まで 

             ⑤ 昭和 39 年８月 20 日から同年９月８日まで 

             ⑥ 昭和 41 年１月 30 日から同年３月 13 日まで 

             ⑦ 昭和 41 年５月 30 日から同年６月１日まで 

             ⑧ 昭和 60 年１月 29 日から同年４月３日まで 

    私は、昭和 33 年６月 16 日から同年９月 28 日まではＡ氏所有の船舶

Ｂに乗船したが、申立期間①の船員保険の被保険者記録が欠落している。

同年 11 月５日から 35 年５月 15 日まではＣ氏所有の船舶Ｄに乗船した

が、申立期間②の記録が欠落している。37 年８月 13 日から 38 年７月

24 日まではＥ氏所有の船舶Ｆに乗船したが、申立期間③の記録が欠落

している。同年 10 月 11 日から 39 年２月 24 日まではＥ氏所有の船舶Ｇ

に乗船したが、申立期間④の記録が欠落している。同年３月９日から

40 年１月 22 日まではＨ氏所有の船舶Ｉに乗船したが、申立期間⑤の記

録が欠落している。同年３月１日から 41 年３月 12 日まではＪ氏所有の

船舶Ｋに乗船したが、申立期間⑥の記録が欠落している。同年５月 30

日から 57 年２月 27 日まではＬ氏所有の複数の船舶に乗ったが、申立期

間⑦の船舶Ｍに乗船した期間の記録が欠落している。60 年１月 29 日か

ら同年４月２日まではＮ社所有の船舶Ｏに乗船したが、申立期間⑧の記

録が欠落している。申立期間を、船員保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する船員手帳から、申立期間①は船舶Ｂ、申立期間③は船

舶Ｆ、申立期間④は船舶Ｇ、申立期間⑤は船舶Ｉ、申立期間⑥は船舶Ｋ、

申立期間⑦は船舶Ｍ、申立期間⑧は船舶Ｏの雇入期間であることが確認で

きる。 

   しかし、船員手帳の雇入契約の記載は、船員法において海上労働の特殊

性を考慮し労働者保護の実効性を期すため、船員が船舶に乗り組む前に行

政庁があらかじめその労働条件の適正等を確認するために設けている労働

契約の公認制度であり、必ずしも船員保険の加入期間と一致するものでは

ない。 

   また、申立人が所持する船員手帳の雇入日及び雇止日の記載のある箇所

で、船員保険の資格取得日及び資格喪失日と一致する箇所はあるが、多く

の箇所で一致しておらず、雇入契約期間より船員保険の被保険者期間が長

い期間も存在することから、申立人所持の船員手帳記載の雇入日及び雇止

日をもって、直ちに、船員保険の資格取得日及び資格喪失日の根拠とする

ことはできない。 

   申立期間①について、船員手帳において確認できる船舶所有者Ａ氏は既

に死亡しており、船長のＰ氏は所在が不明のため、申立人の保険料控除に

ついて確認することができない。 

   また、申立人は同僚の氏名を記憶していないことから、船舶所有者Ａ氏

に係る船員保険被保険者名簿に氏名の記載があり、連絡先が判明した同僚

に照会を行ったが、申立人の保険料控除に関する供述を得ることができな

い。 

   さらに、前述の照会で、申立人と同じ船舶Ｂに乗船したと回答した同僚

は、「私の船員保険の資格取得日である昭和 33 年７月１日は、船に乗っ

た日だと思う。その日より前は、網の手入れをしていた。」と述べている。 

   加えて、申立期間①において、船舶所有者Ａ氏に係る船員保険被保険者

名簿には申立人の名前は見当たらず、被保険者証記号番号に欠番は無い。 

   申立期間②について、申立人は、船員手帳において確認できる雇入期間

である昭和 33 年 11 月４日から 35 年１月 19 日までの期間以降も引き続き

船舶所有者Ｃ氏が所有する船舶Ｄに乗船したと主張しているが、船員手帳

には、当該期間に係る記載が無いため、当該期間に係る勤務実態を確認で

きない。 

   また、申立人は、「Ｃ氏所有の船に乗っていた頃に、免許を取得したら、

次の船にＱ職として乗船することが決まっていた。」と述べているところ、

申立人が所持する船員手帳の雇止事由欄に「受験の為」の記載があること

が確認できる。 

   さらに、申立期間②直前の昭和 33 年 11 月４日から 35 年１月 19 日まで



                      

  

の期間において、船員手帳に船舶所有者として記載のあるＣ氏及び船長と

して記載のあるＲ氏は、所在が不明のため、当該期間に係る勤務実態につ

いて確認することができない。 

   加えて、申立人は、同僚の氏名を記憶していないことから、船舶所有者

Ｃ氏に係る船員保険被保険者名簿に氏名の記載があり、連絡先が判明した

同僚に照会を行ったが、申立人の勤務実態に係る供述を得ることができな

い。 

   申立期間③について、申立人は同僚の氏名を記憶していないことから、

船舶所有者Ｅ氏に係る船員保険被保険者名簿に氏名の記載があり、連絡先

が判明した同僚に照会を行ったが、申立人の保険料控除に関する供述を得

ることができない。 

   また、前述の照会で、申立人と同じ船舶Ｆに乗船したと回答した複数の

同僚は、「船員手帳の雇入日と船員保険の被保険者資格取得日は違う。」

と述べている。 

   さらに、船舶所有者のＥ氏は、「会社が倒産したため、資料等の保管は

しておらず、当時の担当者も既に死亡しているため、保険料の控除及び納

付については不明である。」と述べている。 

   加えて、船舶所有者Ｅ氏に係る船員保険被保険者名簿から、申立人と同

じ船舶Ｆに乗船した 24 名（船員手帳において確認のできる船長を含

む。）の被保険者資格取得日は、昭和 37 年９月１日であることが確認で

きる。 

   また、申立期間③において、船舶所有者Ｅ氏に係る船員保険被保険者名

簿には申立人の名前は見当たらず、被保険者証記号番号に欠番は無い。 

   申立期間④について、船舶所有者のＥ氏は、「会社が倒産したため、資

料等の保管はしておらず、当時の担当者も既に死亡しているため、保険料

の控除及び納付については不明である。」と述べている。 

   また、申立人は、同僚の氏名を記憶していないことから、船舶所有者Ｅ

氏に係る船員保険被保険者名簿に氏名の記載があり、連絡先が判明した同

僚に照会を行ったが、申立人の保険料控除に係る供述を得ることができな

い。 

   さらに、船舶所有者Ｅ氏に係る船員保険被保険者名簿から、申立人と同

じ船舶Ｇに乗船した９名の被保険者資格取得日は、昭和 38 年 11 月１日で

あることが確認できる。 

   加えて、申立期間④において、船舶所有者Ｅ氏に係る船員保険被保険者

名簿には申立人の名前は見当たらず、被保険者証番号に欠番は無い。 

   申立期間⑤について、船舶所有者Ｈ氏に係る船員保険被保険者名簿から、

申立人が、昭和 39 年８月 20 日の資格喪失時に被保険者証を返納している

ことが確認できる。 



                      

  

   また、前述の名簿から、昭和 39 年３月９日の資格取得時の職務欄には、

Ｓ職の記載があり、同年９月８日の資格取得時の職務欄には、Ｔ職の記載

があることが確認でき職務が継続していないことがうかがえる。 

   さらに、船員手帳において確認できる船舶所有者Ｈ氏及び船長のＵ氏に

照会を行ったが、回答が無いため、申立人の保険料控除についての証言を

得ることができない。 

   加えて、申立人は、同僚の氏名を記憶していないことから、船舶所有者

Ｈ氏に係る船員保険被保険者名簿に氏名の記載があり、連絡先が判明した

同僚に照会を行ったが、申立人の保険料控除に関する供述を得ることがで

きない。 

   申立期間⑥について、船員手帳において確認できる船舶所有者Ｊ氏に照

会を行ったが、回答が無く、船長のＶ氏は、所在不明のため、申立人の保

険料控除についての証言を得ることができない。 

   また、申立人は同僚の氏名を記憶していないことから、船舶所有者Ｊ氏

に係る船員保険被保険者名簿に氏名の記載があり、連絡先が判明した同僚

に照会を行ったが、申立人の保険料控除に関する供述を得ることができな

い。 

   さらに、申立人の船員保険被保険者台帳の記録は、昭和 40 年３月１日

から 41 年１月 30 日までとなっており、船舶所有者Ｊ氏に係る船員保険被

保険者名簿の記録と一致する。 

   申立期間⑦について、船舶所有者Ｌ氏が保管する船員保険被保険者資格

取得届から、申立人の資格取得日は、昭和 41 年６月１日であることが確

認できる。 

   また、船長のＷ氏は、既に死亡しているため、申立人の保険料控除に関

する証言を得ることができない。 

   さらに、申立人は同僚の氏名を記憶していないことから、船舶所有者Ｌ

氏に係る船員保険被保険者名簿に氏名の記載があり、連絡先が判明した同

僚に照会を行ったが、申立人の保険料控除に関する供述を得ることができ

ない。 

   加えて、前述の同僚照会で、申立人と同じ船舶Ｍに乗船したと回答した

同僚は、「船員手帳の雇入日と乗船日は同じではなかった。」と述べてい

る。 

   申立期間⑧について、船員手帳において確認できるＮ社が所有する船舶

Ｏの船長であるＸ氏の船員保険の被保険者記録は無い。 

   また、申立人は、同僚の氏名を記憶していないことから、船舶所有者Ｎ

社に係る船員保険被保険者名簿に氏名の記載があり、連絡先が判明した同

僚に照会を行ったが、申立人と同じ船舶Ｏに乗船したと回答した者はいな

い上、申立人の保険料控除に関する供述を得ることができない。 



                      

  

   さらに、Ｎ社は、当時の資料が無く、当時の船員保険の取扱いについて

不明と回答している。 

   加えて、船舶所有者Ｎ社に係る船員保険被保険者名簿には申立人の名前

は見当たらず、被保険者証番号に欠番は無い。 

   このほか、いずれの申立期間においても、申立人が船員保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無

く、申立人の申立期間①から⑧までに係る船員保険料の控除を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が船員保険被保険者として、申立

期間①から⑧までに係る船員保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5760 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年４月１日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 47 年 12 月１日から 48 年８月 30 日まで 

    私は、昭和 47 年４月１日から 48 年８月 30 日までＡ社に勤務してい

た。 

    しかし、厚生年金保険の記録では、昭和 47 年９月１日にＢ社で資格

取得し、同年 12 月１日に資格喪失となっており、その前後の記録が無

い。 

    私が勤務したのはＡ社であり、Ｂ社において被保険者となっている理

由は分からないが、会社が勝手にやっていたことと思われる。 

    Ａ社でもＢ社でも構わないが、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、複数の同僚に照会したものの、申立人がＡ社に勤

務していたことを確認できる具体的な供述を得ることはできなかった。 

   また、オンライン記録から、Ｂ社は昭和 47 年９月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、同日より前の期間については適用事業所とは

なっていないことが確認できる。 

   さらに、Ｂ社において昭和 47 年９月１日に被保険者資格を取得してい

る者に照会したところ、「私は、同年９月１日より前から勤務してい

た。」と供述している。 

   加えて、昭和 47 年９月１日にＢ社において資格を取得している 149 名

の被保険者のうち、64 名については同日までＡ社において被保険者とな

っているが、85 名については、申立人と同様、同社において被保険者と



                      

  

はなっていないことが確認できる。 

   申立期間②について、複数の同僚に照会したものの、申立人がＡ社に勤

務していたことを確認できる具体的な供述を得ることはできなかった。 

   また、複数の同僚について雇用保険の離職日と厚生年金保険の資格喪失

日を比較した結果、いずれも雇用保険の離職日の翌日が厚生年金保険の資

格喪失日となっていることが確認できるところ、申立人についても、雇用

保険の離職日（昭和 47 年 11 月 30 日）の翌日が厚生年金保険の資格喪失

日となっている。 

   さらに、Ａ社及びＢ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ており、申立人に係る人事記録及び給与関係書類を確認することはできな

い上、申立人も、申立期間①及び②における勤務実態及び厚生年金保険料

について確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5761 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年２月 28 日から 31 年４月２日まで 

    私は、昭和 30 年２月 28 日から 31 年４月１日まで、Ａ社が所有する

船舶Ｂに操機手として乗船していた。 

    しかし、船員保険の記録では、申立期間の被保険者記録が無い。 

    申立期間について、船員保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した船員手帳及び同僚の供述から、申立人が、申立期間に

おいてＡ社が所有する船舶Ｂに乗船していたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿において、申立人の被

保険者記録は見当たらない上、申立期間に資格を取得している被保険者に

ついて、整理番号に欠番は無い。 

   また、当時の同僚に照会したものの、Ａ社における船員保険への加入の

取扱いについて、具体的な供述を得ることはできなかった。 

   さらに、Ａ社は既に解散しており、申立人に係る人事記録及び給与関係

書類を確認することができない上、申立人も、申立期間における船員保険

料の控除について確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5762（事案 3640 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年９月８日から 32 年３月１日まで 

    私は、昭和 28 年に中学校を卒業しＡ社に就職した。すぐに高校の夜

間部に入学し、４年間働きながら通い、高校を卒業した 32 年３月にＣ

県に引っ越し次の会社に就職した。しかし、厚生年金保険の記録による

と、30 年９月８日から 32 年３月１日までの期間が被保険者となってい

ない。夜間高校に通いながらずっと働いており申立期間の記録が無いの

は納得できないので、記録を訂正してほしいと申立てを行ったが、訂正

不要との通知を受けた。 

    しかし、新たな事情としてＡ社の保管する 50 年史の写真及び高校卒

業式の写真が見つかったので、再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 28 年４月にＡ社に入社し、定時制高校を卒業した 32 年

２月末まで勤務していたと主張しているが、ⅰ）同社から社名変更したＢ

社は、申立期間当時の社会保険及び給与に関する資料が無いため、申立人

の保険料控除については不明であるとしていること、ⅱ）Ａ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿から抽出調査した 21 名の同僚のうち 16 名

は、申立人を記憶しておらず、申立人が申立期間に勤務していたとする供

述を得ることができないこと、ⅲ）申立人は、当時に一緒に勤務していた

とする上司、会社の２階に家族と住んでいたとする同僚及び自転車通勤し

ていたとする同僚を記憶しているが、これらの者は、死亡又は連絡先が不

明であるため、申立期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の

控除について、聴取することができないことなどから、既に当委員会の決

定に基づき平成 22 年８月２日付け年金記録の訂正は必要ではないとする



                      

  

通知が行われている。 

   申立人は、今回、「Ａ社を紹介してくれた同僚が昭和 30 年９月末で退

職した時には私はまだ同社に勤務していたと証言している上、同社の保管

する 50 年史の写真及び高校卒業式の写真が見つかり、自分が写っている

ので、再度問い合わせ調査してほしい。」と主張している。 

   しかし、前回調査した同僚 21 名に 31 名の同僚を追加した計 52 名の同

僚に申立人が提出した写真を添付した上で、申立人が申立期間に勤務して

いたか照会を行ったところ、回答のあった 39 名のうち申立人を紹介した

同僚を除く 38 名は、申立人が申立期間に勤務していたことを明確に記憶

していないと述べていることから、申立人の勤務実態について確認するこ

とができない。 

   また、２名の同僚から申立期間に撮影されたとする社員旅行及び花見の

写真を提供してもらったが、申立人は、社員旅行及び花見のことを覚えて

いない上、その写真には自身は写っていないと述べている。 

   そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5763 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年 10 月頃から 28 年４月１日まで 

             ② 昭和 30 年７月頃から 31 年２月 25 日まで 

             ③ 昭和 31 年５月１日から同年８月２日まで 

    申立期間①について、私は、昭和 27 年 10 月頃からＡ社にＣ職として

働いていた。当初は見習であったが、最後には一人前になった。しかし、

私の厚生年金保険の記録が６か月で、Ｃ職は、そのような期間で勤まる

職種ではなく、勤務期間に合った記録があると思われ、納得できないた

め、調査してほしい。 

    申立期間②及び③について、私は、昭和 30 年７月頃に知人の紹介で

Ｂ社に入社し、Ｃ職として、２年ぐらい勤めていた記憶があるが、私の

厚生年金保険の記録がわずか３か月しかないのは納得できないため、調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、複数の同僚の証言から、申立人が当該期間のうち、

一部の期間においてＡ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立人のＡ社での勤務開始時期については、同僚から証言が得

られず、また、同社は解散している上、当時の事業主及び役員も所在が不

明であり事情を聴取することができないため、特定できない。 

   また、申立人は、Ａ社への入社時はＣ職の見習だったと述べている上、

複数の同僚は、同社では当時、入社後に数箇月の試用期間が定められてい

たとし、試用期間には厚生年金保険に加入させていなかったのではないか

と供述している。 

   さらに、申立人も当時の給与明細書等の資料を保管していないため、当



                      

  

該期間における給与からの厚生年金保険料の控除については不明である。 

   申立期間②及び③について、複数の同僚の証言から、申立人が当該期間

にＢ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ｂ社から提出のあった申立人に係る「健康保険厚生年金保険被

保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」及び「健康保険厚生年金保

険被保険者資格喪失確認通知書」の写しにより、同社は申立人が昭和 31

年２月 25 日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年５月１日に同

資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが確

認できる上、これらの記録は、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳と一致することが確認で

きる。 

   また、申立人がＢ社に同時期に入退社したとする同僚は、上記通知書に

記載されており、申立人と同じ被保険者期間であることが確認できる。こ

の同僚は、自身の被保険者期間について在職期間より短いと思うが、被保

険者期間以外での厚生年金保険料の控除は分からないと供述している。 

   このほか、申立期間①から③までについて、申立人に係る厚生年金保険

料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①から③までに係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5764 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年 10 月１日から 25 年２月１日まで 

    私は、昭和 20 年 10 月１日にＡ市にあるＢ社（現在は、Ｃ社）に入社

し、Ｄ職をしていたが、申立期間の厚生年金保険の記録が欠落している。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が記憶する複数の同僚の証言から、申立人が申立期間において、

Ｂ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、昭和 25 年２月１日以前からＢ社に勤務していたとしている複

数の同僚は、申立期間において厚生年金保険被保険者の記録が無いことが

確認できる上、当該同僚から厚生年金保険料の控除に係る供述を得ること

ができなかった。 

   また、Ｃ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届に記載

されている申立人の資格取得日は昭和 25 年２月１日となっており、オン

ライン記録における申立人のＢ社に係る厚生年金保険被保険者資格取得日

と一致している。 

   さらに、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間

において、申立人の氏名は見当たらない。 

   このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5765 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年２月 10 日から 30 年頃まで 

    私は、昭和 27 年２月から 30 年頃まで友人のＢ氏から紹介され、Ｃ市

Ｄ区にあったＡ隊に入り、当初はＥ業務を行い、その後、Ｆ所勤務とな

った。Ｆ所勤務は１日交代制で１日の勤務時間は 15 時間ほどであった。

当時の写真もあるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において進駐軍Ａ隊で、当初Ｅ業務を行い、その後、

Ｆ所で勤務していたと述べており、申立期間当時の進駐軍兵士と一緒に撮

影した写真を所持していることから、申立人が同隊に勤務していたことは

認められる。 

   しかし、厚生省保険局長通知「連合国軍要員のうち非軍事的業務に使用

されるに至った者の被保険者資格について」（昭和 26 年７月３日保発第

51 号）に基づき、昭和 26 年７月１日からは、クラブ、ホテル、劇場、宿

舎、食堂などの非軍事的業務に使用される者は、厚生年金保険の強制被保

険者とならないこととされており、申立人が 27 年２月 10 日から進駐軍Ａ

隊において、Ｅ業務及びＦ所で従事していたとする業務は、同通知によれ

ば、非軍事的業務に該当することから、申立人は申立期間当時、厚生年金

保険の強制被保険者ではなかったものと認められる。 

   また、申立人はＡ隊で申立期間当時、一緒に勤務していた同僚について

は、姓のみの記憶であるため、オンライン記録等から確認が取れず、申立

人の保険料控除に係る供述を得ることができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



                      

  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5766 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年７月１日から 48 年１月５日まで 

             ② 昭和 51 年６月 16 日から 52 年６月 16 日まで 

    私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）退職後のＣ社に在籍中に、請われて、昭

和 47 年６月 21 日にＡ社に再入社し、Ｄ職としてＥ国Ｆホテルに出向し

た。Ｃ社の退職日が同年６月 30 日であるので、Ａ社の厚生年金保険被

保険者資格取得日は同年７月１日のはずであるが、厚生年金保険の記録

では、同社での資格取得日は 48 年１月５日となっており、申立期間①

が被保険者期間となっていない。 

    また、昭和 50 年７月には、Ｇ社（現在は、Ｈ社）に請われて、同社

の関係会社であるＥ国Ｉ社に勤務し、翌年の 51 年６月 16 日にはＧ社に

正式入社となり、同日付けでＥ国Ｉ社へ出向となったが、厚生年金保険

の記録では、Ｇ社における資格取得日は、１年後の 52 年６月 16 日とな

っており、申立期間②が被保険者期間となっていない。 

    これら申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ｂ社から提出された従業員カードにおいて、申立

人は、昭和 47 年６月 21 日にＡ社に再入社し、同日付けでＥ国に出向して

いることが確認できる。 

   しかしながら、上記の従業員カードにおいて、申立人は、昭和 48 年１

月５日付けで「Ｅ国ＦホテルＤ職（派遣）」と記載されているところ、Ｂ

社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準

報酬決定通知書によると、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、

「Ｅ国ＦホテルＤ職（派遣）」の発令日が届出されている上、当該日は、



                      

  

オンライン記録及び雇用保険の記録においても一致している。 

   このことについて、Ｂ社は、「昭和 48 年１月５日をもって申立人の身

分が変更となり、社会保険関係の取扱いが変わったものと思われる。」と

回答している。 

   また、Ｂ社は、「従業員カード及び健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得確認および標準報酬決定通知書のほかに、当時の資料は保管していな

い。」と回答しており、申立人に係る給与関係書類を確認することができ

ない。 

   申立期間②について、Ｈ社から提出された在籍期間証明書によると、申

立人は昭和 51 年６月 16 日にＧ社に入社し、同日付けでＥ国Ｉ社に出向し

ていることが確認できる。 

   しかしながら、Ｈ社から提出された厚生年金保険被保険者台帳、Ｊ健康

保険組合の記録及び雇用保険の記録において、申立人のＧ社における資格

取得日は昭和 52 年６月 16 日となっており、オンライン記録における厚生

年金保険の資格取得日と一致している。 

   また、Ｈ社は、「厚生年金保険、健康保険、雇用保険は、原則、一体的

に加入手続を行っている。当時の厚生年金保険被保険者台帳によると、申

立人の資格取得日が昭和 52 年６月 16 日と記載されていることから、申立

人の資格取得は、同日をもって手続を行ったと思われる。」と回答してい

る。 

   さらに、Ｈ社は、「人事記録及び厚生年金保険被保険者台帳のほかに、

当時の資料は保管していない。」と回答しており、申立人に係る給与関係

書類を確認することができない。 

   加えて、申立人は、申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除を

確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5767 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年６月 20 日から 28 年７月１日まで 

    申立期間は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していたにもかかわらず、

厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたと述べている。 

   しかし、申立人がＡ社を退職後勤務したとするＣ社（現在は、Ｄ社）の

人事記録を管理しているＥ社から提出された申立人に係る従業員台帳にお

いて、「28/６～29/６Ａ社」との記載が確認できることから、Ａ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同日の昭和 28 年

７月１日に同社の厚生年金保険被保険者資格を取得した者 11 名に文書照

会したところ、７名から回答があり、うち３名は入社後一定期間（１か月

から３か月）経過した後に厚生年金保険に加入したと証言しており、同社

では従業員を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いとなっていな

かったことがうかがえる。 

   また、Ｂ社は、申立期間当時の資料を保管していないため、申立人の在

籍及び厚生年金保険料の控除について不明と回答している。 

   さらに、申立人が申立人のＡ社入社を勧めたとする申立人の叔父は、既

に死亡しており、証言を得ることができないことから、同社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者記録がある者

５名に文書照会をしたが、申立期間のうち、昭和 28 年６月より前の期間

における申立人の勤務をうかがわせる証言を得ることができない。 

   このほか、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給



                      

  

与から控除されていることを確認できる給与明細書等の資料を所持してお

らず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5768 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22 年４月頃から 26 年４月頃まで 

    私は、昭和 22 年４月頃から 26 年４月頃までの期間、Ｂ社の事業主が

創業したＡ社（現在は、Ｃ社）に勤務していたが、厚生年金保険の被保

険者記録が無い。Ａ社に記録が無くても事業主が同じであるＢ社に記録

がある可能性があるので調査して申立期間を被保険者期間に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社における業務内容の詳細な記憶及び申立人が記憶している

同社の上司についての同僚の供述から、期間は特定できないものの、申立

人が同社で勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社はＤ渉外労務管理事務所が所管する駐留軍施設であ

り、駐留軍施設従業員については、当初厚生年金保険の適用から除外され

ていたが、「国の事業所」に使用される者として、昭和 24 年４月から厚

生年金保険の適用を受けることになったため、Ａ社は同年４月１日から厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間のうち、22 年４月頃か

ら 24 年４月１日までの期間は適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、申立人が記憶している上司は、Ｂ社における厚生年金保険被保険

者記録は確認できるものの、Ａ社での被保険者記録は確認できない上、既

に死亡していることから、申立期間当時の申立人の勤務形態及び保険料控

除について確認することができない。 

   さらに、申立人が姓のみを記憶している別の同僚２名はＡ社に係る健康

保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に氏名は見当たらず、そのほかに

申立人は同僚及び上司の氏名を記憶していないことから申立期間当時の保



                      

  

険料控除について確認できない。 

   加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に記載

されている同僚 18 名に文書照会を行ったところ、回答があった 13 名は、

いずれも申立人のことは知らないと述べており、同社における勤務形態及

び保険料控除について証言が得られない上、Ａ社の駐留軍労働者の記録を

管理しているＥ防衛事務所は、「在籍は不明」と回答していることから、

申立人の保険料控除について確認することができない。 

   一方、Ｂ社は、「申立人のＡ社関係については、調査したが分からない。

Ｂ社の台帳はあるが申立人の記録は載っていない。申立人に関しては在籍

の証明はできない。」と回答している。 

   また、Ｂ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に記載されて

いる同僚 10 名に文書照会を行ったところ、回答があった７名は、いずれ

も申立人のことは知らないと述べており、同社における勤務実態及び保険

料控除について証言が得られない上、Ａ社で勤務していた期間がＢ社にお

いて被保険者となっている者は見当たらない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5769 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23 年５月 19 日から 24 年４月１日まで 

    船員手帳に記載されているにもかかわらず、船舶Ａの乗船期間のうち

の一部が船員保険被保険者となっていない。調査の上、申立期間につい

て船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する船員手帳により、申立人は、申立期間において船舶Ａ

のＢ職として雇入れされていたことが確認できる。 

   しかし、船員手帳の雇入契約の記載は、船員法において海上労働の特殊

性を考慮し労働者保護の実効性を期すため、船員が船舶に乗り組む前に行

政庁があらかじめその労働条件の適性等を確保するために設けている労働

契約の公認制度であり、必ずしも船員保険の加入期間と一致するものでは

ない。 

   また、オンライン記録により、船舶Ａが船員保険の適用船舶となったの

は昭和 23 年 10 月１日であり、申立期間のうち、同年５月 19 日から同年

９月 30 日までは、適用船舶ではなかったことが確認できる。 

   さらに、船舶Ａに係る船員保険被保険者名簿を確認したところ、同船舶

が適用船舶となった昭和 23 年 10 月１日付けで、同船舶の船員保険被保険

者資格を取得した者が 13 名いることが確認できる一方、申立人が所持す

る船員手帳において氏名が確認できる船長を含む 18 名は、申立人が同船

舶の被保険者資格を取得した日と同日の 24 年４月１日付けで被保険者資

格を取得していることが確認できることから、同船舶においては、全ての

船員を雇入れと同時に船員保険に加入させる取扱いとなっていなかったこ

とがうかがわれる。 



                      

  

   加えて、船舶Ａの所有者、当時の船長及び漁労長は、既に死亡している

ことから、船員保険料の控除について確認することができない上、同僚照

会においても申立人の申立期間における船員保険料の控除をうかがわせる

証言を得ることができなかった。 

   このほか、申立人は、船員保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、申立人の申立

期間における船員保険料控除に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5770（事案 91 の再々申立て、事案 3452 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年３月 25 日から 30 年２月 28 日まで 

    厚生年金保険の記録では、昭和 29 年３月 25 日から 30 年２月 28 日ま

での厚生年金保険の加入記録が無いが、この期間はＡ社Ｂ事業所に勤務

していた。在籍証明書もあるので被保険者期間として認めてほしい。 

    なお、申立期間当時に所属していた上司の課長の名前を思い出したの

で、上司からの情報に基づき調査し、厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社Ｂ事業所に係る当初の申立てについては、申立人が申立期

間に同社において臨時従業員として勤務していたことは確認できるが、同

社においては、申立人と同じ係のほかの臨時従業員についても、厚生年金

保険の加入記録が確認できない上、臨時従業員の厚生年金保険に係る賃金

台帳、源泉徴収簿等を保管していないと回答していることから、申立人の

厚生年金保険の適用状況、厚生年金保険料の控除について確認できないこ

とにより、年金記録の訂正は必要ないとして、既に当委員会の決定に基づ

き平成 20 年７月 17 日付けで通知が行われている。 

   また、Ａ社Ｂ事業所に係る再申立てについては、申立人が唯一名を挙げ

た同僚及び当該同僚と同じ係の元社員は、「Ａ社Ｂ事業所には臨時従業員

から正規従業員になるのに６か月に１回行われる任用試験があり、これに

合格しないと正規従業員になれず、正規従業員にならないと厚生年金保険

に加入できなかった。」と証言しており、上記の同僚は、それぞれ同社に

入社してから１年６か月後及び２年５か月後に厚生年金保険被保険者資格

を取得していることが確認できることから、年金記録の訂正は必要ないと



                      

  

して、既に当委員会の決定に基づき平成 22 年７月６日付けで通知が行わ

れている。 

   今回の申立てにおいて、申立人は、申立期間当時の上司の氏名を挙げ、

当該上司からの情報に基づき調査を行うべきだと主張しているが、当該上

司の住所は不明のため、申立期間に係る保険料控除について証言を得るこ

とができない。 

   また、Ａ社に対し、申立内容に係る再調査を依頼したが、同社は、「全

関係部署を対象として、従業員に係る人事記録及び厚生年金保険加入状況

の資料を縦覧したが、申立人の氏名は見当たらない。」と回答している。 

   このほかに、申立人から保険料控除を示す新たな資料提出や周辺事情も

無く、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことか

ら、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5771 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年４月１日から 60 年４月１日まで 

    私は、昭和 58 年３月 31 日にＡ社（現在は、Ｂ社）を任意退職し、同

社のあっせんによりＣ社（現在は、Ｄ社）に転職した。その際、Ａ社の

内部規程により、本来の定年退職予定日であった 60 年３月 31 日までは

在籍時と同額の給与を補償されることとなり、Ｃ社から支給された給与

をＡ社へ報告し、同社から在籍時との差額分を支給されていた。 

    しかし、厚生年金保険の標準報酬月額には差額分は反映されておらず、

これについては確定申告の際にも含めて申告していたものであるから、

調査して申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社は、従業員が定年前に会社があっせんした企業に転籍する場合の取

扱いについて、現在も同社の内部規程として同様の取扱いが継続している

として、申立人について、昭和 58 年４月１日から 60 年３月 31 日まで、

Ａ社在籍時と転籍後の給与の差額分を｢給与｣として支給していたと回答し

ている。 

   しかし、Ｂ社は、申立人に支給した差額分「給与」から厚生年金保険料

を控除していないと回答しており、同社が提出した平成 23 年３月２日付

け内部規程の写しにおいても、差額分給与に関する社会保険の取扱いにつ

いての記載は無いことが確認できる。 

   また、Ｄ社の事業主から提出された申立期間に係るＣ社の賃金台帳に記

載された給与支給額及び厚生年金保険料の控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録と一致していることが確認できる上、当該賃金台帳におい



                      

  

て、Ａ社からの差額分給与についての記載は見当たらない。 

   さらに、申立人は、Ａ社から支給された差額分に係る給与明細書等の資

料を保管しておらず、その主張する標準報酬月額に見合う厚生年金保険料

を同社の事業主により給与から控除されていたことを確認できない。 

   このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除をうかがえる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5772 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年８月 31 日から同年９月１日まで 

    私がＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険被保険

者記録が欠落している。申立期間について厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたと述べている。 

   しかし、申立人に係る雇用保険の記録によると、申立人は、Ａ社を昭和

52 年８月 12 日に離職していることが確認できる。 

   また、Ａ社は既に閉鎖されており、事業主も死亡していることから、同

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間に厚生年金

保険被保険者である同僚 14 名に照会したところ、回答のあった５名のう

ち３名は、「申立人を記憶しているものの、退職日は分からない。」と回

答しており、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除

について確認できない。 

   このほか、申立人は、申立期間における厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持して

おらず、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除に係

る事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5773 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年 10 月 17 日から同年 12 月 27 日まで 

    私は、昭和 32 年 10 月 17 日から同年 12 月 26 日までの間、Ａ氏所有

の船舶ＢにＣ職として乗船したが船員保険の被保険者記録が無い。船員

手帳を所持しているので、申立期間を船員保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する船員手帳から、申立人が申立期間にＡ氏の所有する船

舶Ｂに乗っていたことが確認できる。 

   しかし、船員手帳の雇入契約の記載は、船員法において海上労働の特殊

性を考慮し労働者保護の実効性を期すため、船員が船舶に乗り組む前に行

政庁があらかじめその労働条件の適正等を確認するために設けている労働

契約の公認制度であり、必ずしも船員保険の加入期間と一致するものでは

ない。 

   また、船舶Ｂにおいて船員保険の被保険者記録のある同僚に照会したと

ころ、複数の同僚は、「事業主は、必ずしもすぐに全員を船員保険に加入

させていなかった。」と証言している。 

   さらに、船舶Ｂに係る船員保険被保険者名簿において、申立てに係る漁

期の始期である昭和 32 年９月１日に 32 名が被保険者資格を取得し、うち

30 名が同年 12 月 24 日に同資格を喪失しているところ、この期間に新た

に同資格を取得した者がいないことから、当時、同船舶においては、漁期

の始期から一定期間経過後に雇入れをした者については、船員保険の加入

手続が行われていなかったことがうかがわれる。 

   加えて、上記の被保険者名簿において、申立期間に申立人の名前は見当



                      

  

たらず、整理番号に欠番は無い上、当時の船主Ａ氏の連絡先は不明であり、

船長のＤ氏は既に死亡しており、照会することができず、申立人も申立期

間における船員保険料の控除を確認できる給与明細書等の資料を所持して

いない。 

   このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5774 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年 10 月頃から 21 年 11 月頃まで 

    私は、昭和 20 年 10 月頃から 21 年 11 月頃まで、Ａ社（現在は、Ｂ

社）Ｃ工場に勤務していたが、その間の厚生年金保険の被保険者記録が

無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社Ｃ工場の所在地や具体的な業務内容を記憶している上、

同社Ｃ工場に勤務していた当時の同僚から、「同社Ｃ工場で申立人と一緒

に勤務していた。」と述べていることから、期間は定かではないが、申立

人が同社Ｃ工場に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

同社Ｃ工場が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 23 年５月１日

であり、申立期間当時には適用事業所となっていないことが確認できる。 

   また、申立人と一緒に勤務していたと述べている同僚も、Ａ社Ｃ工場で

厚生年金保険被保険者の資格を取得したのは同社Ｃ工場が適用事業所とな

った日と同日であり、申立期間には被保険者となった形跡は見受けられな

い上、同社本社から同社Ｃ工場に転勤した者は、同社本社で被保険者資格

を喪失した昭和 20 年６月１日から同社Ｃ工場が適用事業所となった 23 年

５月１日までは被保険者となっていないことが厚生年金保険被保険者台帳

から確認できる。 

   さらに、申立人は、申立期間における厚生年金保険料の事業主による控

除を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5775 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 10 月１日から 16 年７月１日まで 

    私は、平成 15 年 10 月１日にＡ社からＢ社（現在は、Ｃ社）に移籍し

たが、同年 10 月から 16 年６月までの標準報酬月額が 47 万円であった

はずにもかかわらず、自身の年金記録では、44 万円となっていた。Ｃ

社には、47 万円であることを確認しているので、標準報酬月額の記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、当初、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

は、47 万円と記録されていたところ、平成 16 年５月 31 日付けで 15 年 10

月１日に遡って 44 万円に引き下げられていることが確認できる。 

   しかし、Ｂ社は、申立人の標準報酬月額に相違があったとして平成 16

年５月 26 日に訂正の届出を行ったとしているところ、Ｃ社が保管する健

康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書訂正届

により、同社は申立人を含む 85 名の標準報酬月額の訂正を届け出ており、

申立人の標準報酬月額が 47 万円から 44 万円に訂正されていることが確認

できる。 

   また、Ｃ社が保管している給与関係資料において確認できる申立人の申

立期間に係る厚生年金保険料控除額は標準報酬月額 44 万円に基づくもの

であり、オンライン記録の標準報酬月額 44 万円と一致している。 

   さらに、Ｅ健康保険組合及びＤ厚生年金基金の標準報酬月額の記録は

44 万円であり、オンライン記録と一致している。 

   加えて、平成 17 年度市民税・県民税課税証明書に記載されている平成



                      

  

16 年分の社会保険料は、個人別源泉徴収簿兼賃金台帳に記載されている

厚生年金保険料、健康保険料及び雇用保険料の合計額と一致している。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5776（事案 230 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年 11 月 16 日から 36 年１月１日まで 

年金記録確認第三者委員会に年金記録の確認申立てをしたが、厚生年

金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできないとの結論であった。 

しかし、昭和 32 年 11 月にＡ社が駐留軍から業務を受け継いだ時点で、

自身の各種社会保険に関する証書等を同社に提出しており、社会保険等

の加入は同社に一任していた。後で申立期間について、同社が厚生年金

保険に未加入であったと聞いても到底納得がいかない。 

申立期間について、再度調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の事業主及び複数の同僚の供述から、申立人が申立期間に同社に継

続して勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、Ａ社の事業主及び社会保険手続を担当していたとする複

数の同僚は、「Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 36 年

１月１日からであった。申立期間については、社会保険事務所（当時）か

ら、同社の業務について非適用業種であり、厚生年金保険には加入できな

いと断られたため、加入していなかった。当然給与から厚生年金保険料も

控除していないし、保険料納付もしていない。」と供述している。 

   また、Ａ社で初めて厚生年金保険被保険者資格を取得した者 29 名全員

が、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 36 年１月１日に被保

険者資格を取得しており、申立期間について、ほかに事業主により給与か

ら保険料が控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないとして、既に当委員会の決定に基づき、平成 20 年 10 月 16 日付



                      

  

け年金記録の訂正は必要でないとの通知が行われている。 

   今回の申立てにおいて、申立人は、新たな資料等を提出すること無く、

申立期間について、「昭和 32 年 11 月にＡ社が駐留軍から業務を受け継い

だ時点で、自身の各種社会保険に関する証書等を同社に提出しており、社

会保険等の加入は同社に一任していた。」と主張しているが、これは当初

の決定を変更すべき新たな事情とはいえず、ほかに保険料控除を示す周辺

事情も無く、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5777 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月１日から 12 年 10 月 17 日 

    私は、平成９年４月１日から 12 年 10 月 16 日まで、Ａ社において勤

務していたが、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録から、申立人が平成９年４月 15 日から 12 年 10 月 16 日

までＡ社のＢ店に継続して勤務していたことが確認できる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ社は平成９年８月１日に厚生年金

保険の適用事業所となっており、申立期間のうち同年４月１日から同年８

月１日までの期間は適用事業所となっていないことが確認できる。 

   また、当時のＡ社の複数の役員は、「同社の従業員は原則的に国民年金

に加入させており、健康保険については、同社が加入するＣ国民健康保険

組合に加入させていた。厚生年金保険に加入できたのは、会社の中でもご

く一部の者だけだった。」と述べている。また、同国民健康保険組合の回

答書により、申立人が、同国民健康保険組合に平成９年５月１日から 12

年 10 月 17 日まで加入していることが確認できる。 

   さらに、申立人が記憶する上司及び同僚の氏名の大半がＡ社に係るオン

ライン記録において見当たらず、唯一、記録の確認ができた同僚が記憶す

るほかの同僚の氏名も同社のオンライン記録において申立人と同様に氏名

が見当たらないことを踏まえると、同社は、従業員の全てを厚生年金保険

に加入させていなかったことがうかがえる。 

   加えて、申立人は、給与明細書などの保険料控除を確認できる資料は保

管していない上、Ａ社は既に適用事業所でなくなっており、事業主は所在



                      

  

不明のため、申立人の勤務実態及び保険料控除について確認することがで

きない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5778 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月 12 日から 39 年 12 月 27 日まで 

    私は、昭和 36 年４月 12 日から 39 年 12 月 26 日まで、Ａ社（現在は、

Ｂ社）所有のＣ事業所に勤務していた。ねんきん特別便をもらった時に、

社会保険事務所（当時）に行き、申立期間について調べてもらったが、

脱退手当金を支給した記録になっていると言われただけであった。その

後、平成 22 年に年金事務所からのはがきを受け、再度年金事務所に出

向き、私には脱退手当金受給の記憶が全く無いので第三者委員会に申し

立てることとした。調査して申立期間を厚生年金保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載されてい

るページとその前後５ページに記載されている女性被保険者 56 名のうち、

申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失月である昭和 39 年 12 月の前後３

年以内に資格を喪失した者 21 名の脱退手当金の支給記録を調査したとこ

ろ、13 名に脱退手当金の支給記録が確認でき、このうち申立人を含む 12

名が資格喪失日から６か月以内に支給決定されている上、同僚の一人は、

脱退手当金の請求手続は事業主が従業員に代わって行っていた旨の回答を

している。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、

脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が確認できる上、

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から３か月後の昭和 40 年３月 27 日に支

給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 



                      

  

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5779 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年２月６日から 39 年９月 15 日まで 

    私は、平成 20 年 10 月頃、社会保険事務所（当時）で厚生年金保険記

録を確認した際に、Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険が脱退

手当金として支給したことになっていることを初めて知った。脱退手当

金を受け取った記憶は無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載されてい

るページとその前後５ページに記載されている女性のうち、申立人の厚生

年金保険被保険者資格喪失月である昭和 39 年９月の前後２年以内に資格

を喪失した者 14 名の脱退手当金の支給記録を調査したところ、９名に脱

退手当金の支給記録が確認でき、このうち８名が資格喪失日から５か月以

内に脱退手当金の支給決定がなされていることから、申立人についてもそ

の委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考え

られる。 

   また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りはなく、上記の

被保険者名簿の申立人の脱退手当金の欄には、脱退手当金の支給を意味す

る「脱手」の押印がされているとともに、申立期間の脱退手当金は厚生年

金保険被保険者資格喪失日から５か月後の昭和 40 年２月 13 日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5780 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年６月頃から 39 年７月頃まで 

    私は、Ａ社が経営する「Ｂ」に、昭和 36 年６月頃から 39 年７月頃ま

で勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の事業主の証言から、期間は特定できないものの、申立人が同社に

勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は平成９年８月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所となっ

ていないことが確認できる。 

   また、Ａ社の事業主は、「申立期間当時、当社は、厚生年金保険の適用

事業所となっていなかった。適用前の期間については、保険料控除は行っ

ていない。」と述べているところ、事業主は、同社が適用事業所となった

平成９年８月１日以降の同社での厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

る上、申立期間において、国民年金の被保険者記録が確認できる。 

   さらに、申立人が記憶する同僚５名は、いずれも連絡先が確認できない

ことから、これらの者から申立人のＡ社における厚生年金保険料の控除に

ついて供述を得ることができない。 

   加えて、Ａ社が適用事業所となった平成９年８月１日に厚生年金保険の

被保険者資格を取得した同僚に照会を行ったが、同社が適用事業所となる

前に保険料を事業主により給与から控除されていたとする証言を得ること

ができない。 

   また、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた



                      

  

ことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5781 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年 12 月 24 日から 39 年９月１日まで 

             ② 昭和 39 年９月１日から 40 年９月１日まで 

             ③ 昭和 40 年９月６日から 43 年 11 月１日まで 

    私は、昭和 38 年 12 月 24 日から 39 年９月１日までＡ社に、同年９月

１日から 40 年９月１日までＢ社に、同年９月６日から 43 年 11 月１日

までＣ社に勤務していた３つの期間の厚生年金保険の被保険者記録は脱

退手当金として支給されたことになっていることを、平成 10 年頃、夫

の定年で年金の手続をした際に社会保険事務所（当時）で自分の記録を

確認して初めて知った。脱退手当金を受給していないので調べて記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載されてい

るページとその前後５ページに記載されている女性のうち、申立人の厚生

年金保険被保険者資格喪失月である昭和 43 年 11 月の前後２年以内に資格

を喪失した者 18 名の脱退手当金の支給記録を調査したところ、10 名に脱

退手当金の支給記録が確認でき、10 名全員が資格喪失日から８か月以内

に脱退手当金の支給決定がなされており、そのうち１名は、「事業所が従

業員に代わって請求を行っていた。」と供述していることを踏まえると、

申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求が行われた可能

性が高いものと考えられる。 

   また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、上記の

被保険者名簿の申立人の脱退手当金の欄には、脱退手当金の支給を意味す

る「脱手 44.１.23」の押印がされているとともに、申立期間の脱退手当



                      

  

金は厚生年金保険被保険者資格喪失日から４か月後の昭和 44 年３月 24 日

に支給決定されているほか、申立人は、退職後に会社から送られてきた厚

生年金保険被保険者証に脱退手当金が支給されたことを示す「脱退」の表

示がされていたと供述していることなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5782 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年 11 月６日から 46 年６月 21 日まで 

    私は、昭和 32 年 11 月６日にＡ社に入社しＢ業務をしており 46 年６

月 20 日まで勤務していたが厚生年金保険の記録を確認した際、申立期

間の記録は既に脱退手当金として支給済みとなっていることが分かった。

しかし、当時の私は脱退手当金の制度も知らない上、支給されたほどの

金額が入ったのであれば必ず覚えているはずなので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   年金事務所（当時は社会保険事務所）には、申立人に係る脱退手当金の

裁定請求書、脱退手当金裁定伺及び「脱退手当金について」と標題のある

書面が保管されており昭和 47 年７月 20 日に受理、同年８月 14 日に決裁

されていることが確認できる。 

   また、脱退手当金の裁定請求書及び「脱退手当金について」には、申立

人のものと認められる署名及び押印が確認できる。 

   さらに、申立人に係る脱退手当金の支給対象となった事業所であるＡ社

の前に、脱退手当金については未請求となっているＣ社の厚生年金保険被

保険者期間があるが、申立人に係る脱退手当金裁定請求書には、「申立人

がはじめて勤務した事業所」及び「最後に使用された事業所」の欄は、い

ずれもＡ社と記載されていることが確認できる。 

   加えて、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、Ａ社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示が確認できるなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5783 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年７月７日から 34 年 11 月３日まで 

    私は、昭和 29 年７月７日から 34 年 11 月２日まで、Ａ社Ｂ事業所

（現在は、Ｃ社）に勤務し、結婚のため退職した。退職する際に、事務

担当者から厚生年金保険被保険者証を渡され、将来就職すると継続され

るとの話を聞いた。60 年 11 月頃に社会保険事務所（当時）で厚生年金

保険の記録を確認した際に、初めて脱退手当金を支給したことになって

いることを知り、受け取った記憶が無かったが、当時は不服申立ての方

法が分からずにいた。今回、年金事務所からのはがきが来たことにより

申立てに至ったものであるので、調査して申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載

されているページとその前後５ページに記載されている女性被保険者 14

名のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失月である昭和 34 年 11

月の前後３年以内に資格を喪失した者８名の脱退手当金の支給記録を調査

したところ、申立人を含む７名について資格喪失後５か月以内に支給決定

されている上、支給記録のある同僚で連絡の取れた者のうち１名は、「会

社が代理請求をしていた。Ａ社Ｂ事業所の退職時に退職金とは別に脱退手

当金を受領した。」と証言しており、ほかの１名も退職時に脱退手当金を

受給した記憶があると証言していることから、申立人についてもその委任

に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いと考えられる。 

   また、当該脱退手当金の支給決定日は昭和 35 年１月 16 日であるが、当

時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人が脱退手当金



                      

  

を受給することに不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いな

ど一連の事務処理に不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受

給した記憶が無いというほかに、脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


